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条 例

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第19号

　　　川崎市行政手続における特定の個人を識別

　　　するための番号の利用等に関する条例の一

　　　部を改正する条例

　川崎市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する条例（平成27年川崎市条例第67

号）の一部を次のように改正する。

　別表第２の３の項及び29の項中「教育・保育給付」の

次に「若しくは子育てのための施設等利用給付」を加え

る。

　　　附　則

　この条例は、令和元年10月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営の基準に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第20号

　　　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型

　　　保育事業の運営の基準に関する条例の一部

　　　を改正する条例

　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営の基準に関する条例（平成26年川崎市条例第36号）

の一部を次のように改正する。

　第２条中「、法」の次に「、子ども・子育て支援法施

行令（平成26年政令第213号。以下「政令」という。）」

を加える。

　第３条第１項中「適切な内容」を「適切であり、かつ、

子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮

された内容」に改める。

　第４条の見出しを削る。

　第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に、「利用者負担」を「第13条の規定に

より支払を受ける費用に関する事項」に改める。

　第６条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同

条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「、

支給認定」を「、教育・保育給付認定」に改め、同条第

４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同条第５項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改める。

　第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改める。

　第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に、「支給認定の有無」を「教育・保育給付認

定の有無」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付

認定子ども」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保

育給付認定の有効期間」に改める。

　第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教

育・保育給付認定」に改め、同条第２項中「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定に」

を「教育・保育給付認定に」に、「支給認定の有効期間」

を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。

　第10条及び第11条中「支給認定子ども」を「教育・保

育給付認定子ども」に改める。

　第13条第１項及び第２項を次のように改める。

　特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育を提

供した際は、教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保
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育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）

から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満３歳未

満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者につ

いての法第27条第３項第２号に掲げる額をいう。）の支

払を受けるものとする。

２�　特定教育・保育施設の設置者は、法定代理受領（法

第27条第５項（法第28条第４項において準用する場合

を含む。）の規定により市町村が支払う特定教育・保

育に要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保

護者に代わり特定教育・保育施設の設置者が受領する

ことをいう。次条において同じ。）を受けないときは、

教育・保育給付認定保護者から、当該特定教育・保育

に係る特定教育・保育費用基準額（法第27条第３項第

１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払

を受けるものとする。

　第13条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改め、同条第４項中「を支給認定保護

者」を「を教育・保育給付認定保護者」に改め、同項第

３号を次のように改める。

　⑶�　食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する

費用

　　ア�　次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保育給付

認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合

算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未

満であるものに対する副食の提供

　　（ア�）法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども　

77,101円

　　（イ�）法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ

（イ）において同じ。）　57,700円（政令第４

条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付

認定保護者にあっては、77,101円）

　　イ�　次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基準子ど

も又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義

務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部

の第１学年から第３学年までに在籍する子どもを

いう。以下このイにおいて同じ。）が同一の世帯

に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は（イ）

に定める者に該当するものに対する副食の提供

（アに該当するものを除く。）

　　（ア�）法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども　

負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了

前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長

者である者を除く。）である者

　　（イ�）法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども　

負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び

２番目の年長者である者を除く。）である者

　　ウ�　満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供

　第13条第４項第５号、第５項及び第６項中「支給認定

保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

　第14条第１項中「第28条第１項に規定する特例施設型

給付費を含む。以下この項において」を「第27条第１項

の施設型給付費をいう。以下」に、「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改める。

　第16条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改める。

　第17条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認

定子どもの」に、「支給認定子ども又はその保護者」を

「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改め

る。

　第18条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定

子ども」に、「の保護者」を「に係る教育・保育給付認

定保護者」に改める。

　第19条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改め、同条中「支給認定子どもの保

護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者」に、「支給認定を」を「教育・保育給

付認定を」に改める。

　第20条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者

負担その他の」を「第13条の規定により教育・保育給付

認定保護者から支払を受ける」に改める。

　第21条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ど

も」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。

　第23条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に改める。

　第24条（見出しを含む。）、第25条及び第26条中「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。

　第27条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「の

保護者」を「に係る教育・保育給付認定保護者」に改め

る。

　第28条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改める。

　第30条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護

者」を「教育・保育給付認定子ども又は教育・保育給付
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認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教育・保育

給付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・

保育給付認定子ども等」に改め、同条第３項及び第４項

中「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども

等」に改める。

　第32条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改める。

　第34条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改め、同項第３号中「支給認定」を「教

育・保育給付認定」に改める。

　第35条第１項中「この条」を「以下この条」に、「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認

定子ども」に改め、同条第３項中「含むものとして、本

章」を「、施設型給付費には特例施設型給付費（法第28

条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項におい

て同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「同

項第１号」を「同号」に、「とする」を「と、第13条第

２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」

と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を含む。）」とする」に改める。

　第36条第１項中「次項」を「以下この条」に、「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認

定子ども」に改め、同条第３項中「含むものとして、本

章」を「、施設型給付費には特例施設型給付費を、それ

ぞれ含むものとして、前節」に、「同項第１号」を「同

項第１号又は第２号」に、「第13条第４項第３号中「除き、

同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主食

の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「」を「「特定

教育・保育施設の同号」とあるのは「特定教育・保育施

設の同項第１号」と、第13条第２項中「法第27条第３項

第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号

の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用教育を受ける者を」に改める。

　第37条の見出しを削り、同条第１項中「のうち、家庭

的保育事業にあっては、その」を「（事業所内保育事業

を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数は、家庭的保

育事業にあっては」に改め、「、その利用定員の数を」

を削り、「附則第６項」を「附則第４項」に改める。

　第38条第１項中「利用者負担」を「第43条の規定によ

り支払を受ける費用に関する事項」に改める。

　第39条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同

条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に改め、同条第２項中「同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。以下この章において同じ。）」に、「、支給認定」を「、

教育・保育給付認定」に、「支給認定子どもが」を「満

３歳未満保育認定子どもが」に改め、同条第３項中「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認

定子ども」に改める。

　第40条第２項中「法第19条第１項第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳

未満保育認定子ども」に改める。

　第41条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定

子ども」に改める。

　第42条第１項第１号中「支給認定子ども」を「満３歳

未満保育認定子ども」に改め、同項第３号中「支給認定

子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「に係る

支給認定保護者」を「に係る教育・保育給付認定保護者」

に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未

満保育認定子ども」に改める。

　第43条第１項及び第２項を次のように改める。

　特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供した

際は、教育・保育給付認定保護者から当該特定地域型保

育に係る利用者負担額（法第29条第３項第２号に掲げる

額をいう。）の支払を受けるものとする。

２�　特定地域型保育事業者は、法定代理受領（法第29条

第５項（法第30条第４項において準用する場合を含

む。）の規定により市町村が支払う特定地域型保育に

要した費用の額の一部を、教育・保育給付認定保護者

に代わり特定地域型保育事業者が受領することをい

う。）を受けないときは、教育・保育給付認定保護者

から、当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用

基準額（法第29条第３項第１号に掲げる額をいう。次

項において同じ。）の支払を受けるものとする。

　第43条第３項から第６項までの規定中「支給認定保護

者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。

　第46条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者

負担その他の」を「第43条の規定により教育・保育給付

認定保護者から支払を受ける」に改める。

　第47条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。

　第49条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保
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育認定子ども」に改め、同項第２号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同項第３号中「支給認定」を

「教育・保育給付認定」に改める。

　第50条を次のように改める。

　（準用）

第�50条　第８条から第14条まで（第10条及び第13条を除

く。）、第17条から第19条まで及び第23条から第33条ま

での規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育について準用する。この場

合において、第11条中「教育・保育給付認定子どもに

ついて」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満

３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この節において同じ。）につ

いて」と、第12条の見出し中「教育・保育」とあるの

は「地域型保育」と、第14条の見出し中「施設型給付

費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項

中「施設型給付費（法第27条第１項の施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費（法第29条第１項の地

域型保育給付費」と、「施設型給付費の」とあるのは

「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定教

育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提

供証明書」と、第19条中「施設型給付費」とあるのは

「地域型保育給付費」と読み替えるものとする。

　第51条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子ども

の」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「同項第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「あっては」

を「あっては、」に、「支給認定子どもを」を「教育・保

育給付認定子どもを」に改め、同条第３項を次のように

改める。

３�　特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別

利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育

には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費（法第30条第１項の特例地域型保

育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、そ

れぞれ含むものとして、この章（第40条第２項を除

き、前条において準用する第８条から第14条まで（第

10条及び第13条を除く。）、第17条から第19条まで及び

第23条から第33条までを含む。次条第３項において同

じ。）の規定を適用する。この場合において、第39条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用

の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章

において同じ。）」とあるのは「同号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（第52条第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保

育の対象となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを

含む。）」と、「同号」とあるのは「同項第３号」と、

「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できる方法で」とあるのは「抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者

の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法で」と、第43条第１項中「教育・保育給付

認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

（特別利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を

除く。）」と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第30条第２項第２号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条

第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げ

る費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第

13条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に

要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは

「前３項」とする。

　第52条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」

を「教育・保育給付認定子ども」に、「あっては」を「あ

っては、」に改め、同条第３項を次のように改める。

３�　特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育

には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、こ

の章の規定を適用する。この場合において、第43条第

１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象

となる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３

歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第29条

第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２

項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育

の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対する

もの及び満３歳以上保育認定子どもに係る第13条第４

項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費

用」とする。
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　附則第２項中「（法第27条第３項第２号に掲げる額（特

定教育・保育施設が」を「教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子ども」に、「（当該特定教育・保

育施設が」と、「定める額とする。）をいう。）」とあるの

は「定める額をいう。）」を「教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６

条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において

同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第19条にお

いて同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同

じ。）」に、「（法第27条第３項第１号に規定する額」を「当

該特定教育・保育」に、「（法附則第６条第３項の規定に

より読み替えられた法第28条第２項第１号に規定する内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」を

「当該特定教育・保育（特定保育所における特定教育・

保育（保育に限る。）を除く。）」に、「市町村」を「市」

に改める。

　附則第４項の前の見出し、同項及び附則第５項を削

り、附則第６項を附則第４項とし、附則第７項を附則第

５項とする。

　　　附　則

　この条例は、令和元年10月１日から施行する。

規 則

　川崎市事務分掌規則等の一部を改正する規則をここに

公布する。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第26号

　　　川崎市事務分掌規則等の一部を改正する規則

　　　（川崎市事務分掌規則の一部改正）

第�１条　川崎市事務分掌規則（昭和47年川崎市規則第19

号）の一部を次のように改正する。

　�　第８条の表子育て推進部の部運営管理課の項に次の

１号を加える。

　　⑷�　保育・子育て総合支援センターとの連絡調整に

関すること。

　（川崎市事業所事務分掌規則の一部改正）

第�２条　川崎市事業所事務分掌規則（昭和51年川崎市規

則第39号）の一部を次のように改正する。

　　第２条の表中

　「　　微生物検査係� 」

　を

　「　　微生物検査係

　　川崎区保育・子育て総合支援センター

　　　　大島保育園� 」

　に改める。

　第３条の表保育園の項の次に次の１項を加える。

　　川崎区保育・子育て総合支援センター

　⑴�　センターの維持管理に関すること。

　⑵�　子育てについての相談、情報の提供及び助言に関

すること。

　⑶�　関係機関との連携及び連絡調整に関すること。

　⑷�　保育所職員等に係る講習会、研修会等の実施に関

すること。

　⑸�　乳児及び幼児の一時預かり事業に関すること。

　⑹�　乳児及び幼児の保育に関すること。

　第４条第１項中「動物愛護センター」の次に「、川崎

区保育・子育て総合支援センター」を加え、同条第２項

中「、所及びセンターに所長」を削り、「係長」の次に「、

園に園長」を加える。

　別表第１中

「

川崎市大島保育園

川崎市大島乳児保育園

川崎市東小田保育園

� 」　　　　　　　　　　　

を

「

川崎市東小田保育園

� 」　　　　　　　　　　　

に改め、同表こども未来局子育て推進部運営管理課の項

の次に次のように加える。

こども未来局

子育て推進部

川崎区保育・

子育て総合

支援センター

　（川崎市職員被服貸与規則の一部改正）

第�３条　川崎市職員被服貸与規則（昭和29年川崎市規則

第15号）の一部を次のように改正する。

　別表第１こども未来局の部中

「

保育園

� 」　　　　　　　　

を

「

保育園

保育・子育て総合支援センター

� 」　　　　　　　　

に改める。

　（川崎市金銭会計規則の一部改正）

第�４条　川崎市金銭会計規則（昭和39年川崎市規則第31

号）の一部を次のように改正する。
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　別表第１こども未来局の項中

「

児童相談所 所長

� 」

を

「

保育・子育て総合支援センター

児童相談所

所長

所長

� 」

に改める。

　別表第２こども未来局の項中

「

子育て

推進部

保育課 課長 保育所利用者負担

額収入その他課の

事務事業に附帯す

る諸収入の収納

� 」

を

「

子育て

推進部

保育課 課長 保育所利用者負担

額収入その他課の

事務事業に附帯す

る諸収入の収納

保育・子育て

総合支援センター

所長 一時預かり事業使

用料その他所の事

務事業に附帯する

諸収入の収納

� 」

に改める。

（川崎市物品会計規則の一部改正）

第�５条　川崎市物品会計規則（昭和39年川崎市規則第32

号）の一部を次のように改正する。

　別表第２こども未来局の項中

「

児童相談所 所長

� 」

を

「

保育・子育て総合支援センター

児童相談所

所長

所長

� 」

に改める。

　別表第３こども未来局の項中

「

児童相談所

� 」　　　　　　　　

を

「

保育・子育て総合支援センター

児童相談所

� 」　　　　　　　　

に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和元年９月17日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市保育・子育て総合支援センター条例の施行期日

を定める規則をここに公布する。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第27号

　　　川崎市保育・子育て総合支援センター条例

　　　の施行期日を定める規則

川崎市保育・子育て総合支援センター条例（令和元年川

崎市条例第12号）の施行期日は、令和元年９月17日とす

る。ただし、第３条第４号並びに第６条第１項（一時預

かり保育に係る部分に限る。）及び第２項第５号の規定

の施行期日は、同年11月１日とする。

　　　───────────────────

　川崎市保育・子育て総合支援センター条例施行規則を

ここに公布する。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第28号

　　　川崎市保育・子育て総合支援センター条例

　　　施行規則

（趣旨）

第�１条　この規則は、川崎市保育・子育て総合支援セン

ター条例（令和元年川崎市条例第12号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めるものと

する。

（定員）

第�２条　保育・子育て総合支援センターの条例第３条第

４号及び第５号に掲げる事業の定員は、次のとおりと

する。

名　称 事　業 定員

川崎市川崎区

保育・子育て

総合支援センター

条例第３条第４号に規定する事業 10名

条例第３条第５号に規定する事業 155名

（時間外保育料）

第�３条　条例第６条第２項第４号に規定する規則で定め

る額は、１月につき、１日当たり30分までの子ども・

子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条第２号に

規定する時間外保育の利用ごとに1,000円を基準とし

て市長が別に定めるところにより算定した額とする。

（一時預かり保育料）
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第�４条　条例第６条第２項第５号に規定する規則で定め

る額は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。

　⑴�　満１歳に満たない乳児・幼児等（条例第１条に規

定する乳児・幼児等をいう。以下同じ。）

　　　１日につき� 2,900円　　　

　⑵�　満１歳以上満３歳に満たない乳児・幼児等

　　　１日につき� 2,500円　　　

　⑶�　満３歳以上の乳児・幼児等

　　　１日につき� 1,500円　　　

（委任）

第�５条　この規則の施行について必要な事項は、こども

未来局長が定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１�　この規則は、令和元年９月17日から施行する。ただ

し、第２条（条例第３条第４号に規定する事業に係る

部分に限る。）及び第４条の規定は、同年11月１日か

ら施行する。

　（川崎市保育園条例施行規則の一部改正）

２�　川崎市保育園条例施行規則（昭和62年川崎市規則第

43号）の一部を次のように改正する。

　第２条の表中

「

川崎市大島保育園 120名

川崎市大島乳児保育園 35名

川崎市東小田保育園 95名

� 」

を

「

川崎市東小田保育園 95名

� 」

に改める。

告 示

川崎市告示第227号

　川崎市契約条例（昭和39年川崎市条例第14号）第７条

第４項の規定により、同条第１項に規定する作業報酬下

限額を次のとおり定めたので、告示します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業

務委託契約に係る作業に従事する者に支払われるべき作

業報酬下限額

　1,056円

　　　附　則

　この告示は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

川崎市告示第228号

　　　健全化判断比率の公表について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年

法律第94号）第３条第１項の規定に基づき、健全化判断

比率を公表します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成30年度決算に基づく健全化判断比率　（単位：％）

実質赤字比率
連結実質

赤字比率

実質公債費

比率
将来負担比率

―

（11.25）

―

（16.25）

7.3

（25.0）

120.4

（400.0）

１�　表中の括弧内の数値は川崎市に適用される早期健全

化基準である。

２�　表中の「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」

における「―」の記号は、赤字となっていないことを

表示している。

　　　───────────────────

川崎市告示第229号

　　　資金不足比率の公表について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年

法律第94号）第22条第１項の規定に基づき、資金不足比

率を公表します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成30年度決算に基づく資金不足比率� （単位：％）

特　別　会　計　の　名　称 資金不足比率

病 院 事 業 会 計 ―

下 水 道 事 業 会 計 ―

水 道 事 業 会 計 ―

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ―

自 動 車 運 送 事 業 会 計 ―

卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 ―

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 ―

生田緑地ゴルフ場事業特別会計 ―

１�　川崎市に適用される経営健全化基準は20.0％である。

２�　表中の「資金不足比率」における「―」の記号は、

資金不足となっていないことを表示している。

　　　───────────────────
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川崎市告示第230号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年９月３日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第231号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月４日から令和元年９月19日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
菅稲田堤

第31号線

川崎市多摩区菅稲田堤

２丁目3128番先
2.73 0.92

川崎市多摩区菅稲田堤

２丁目3128番先

新
菅稲田堤

第31号線

川崎市多摩区菅稲田堤

２丁目3128番先
3.37 0.92

川崎市多摩区菅稲田堤

２丁目3128番先

　　　───────────────────

川崎市告示第232号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月４日から令和元年９月19日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
多 摩

第19号線

川崎市麻生区高石

５丁目297番１先
2.73 32.56

川崎市麻生区高石

５丁目297番１先

新
多 摩

第19号線

川崎市麻生区高石

５丁目297番14先
4.00 32.56

川崎市麻生区高石

５丁目297番11先

旧
高 石

第185号線

川崎市麻生区高石

５丁目297番10先
4.00 3.00

川崎市麻生区高石

５丁目297番10先

新
高 石

第185号線

川崎市麻生区高石

５丁目297番14先
4.00 3.00 隅きり部

川崎市麻生区高石

５丁目297番14先

　　　───────────────────

川崎市告示第233号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年９月４日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月４日から令和元年９月19日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月４日
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� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

多 摩

第 1 9 号 線

川崎市麻生区高石５丁目297番14先

川崎市麻生区高石５丁目297番11先

高 石

第185号線

川崎市麻生区高石５丁目297番14先
隅きり部

川崎市麻生区高石５丁目297番14先

　　　───────────────────

川崎市告示第234号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に

より医療機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第

14条第４項において生活保護法の規定の例によるとされ

ている医療支援給付の医療機関の指定を行いましたの

で、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示します。

（別表省略）

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第235号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の

規定により施術機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項において生活保護法の規定の例による

とされている医療支援給付の施術機関の指定を行いまし

たので、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示しま

す。（別表省略）

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第236号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の廃止並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の廃止を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき告

示します。（別表省略）

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第237号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の変更並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の変更を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき別

表のとおり告示します。（別表省略）

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第238号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項に

おいて準用する同法第50条の２の規定により指定施術機

関の変更並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項

において生活保護法の規定の例によるとされている医療

支援給付の指定施術機関の変更を行いましたので、同法

第55条の３第２号の規定に基づき告示します。（別表省略）

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第239号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
幸 町

第３号線

川崎市幸区幸町４丁目

26番５先
2.73 15.72

川崎市幸区幸町４丁目

26番５先

新
幸 町

第３号線

川崎市幸区幸町４丁目

26番１先
3.36 15.72

川崎市幸区幸町４丁目

26番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第240号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年９月６日から開始

します。
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　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

幸 町

第 ３ 号 線

川崎市幸区幸町４丁目26番１先

川崎市幸区幸町４丁目26番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第241号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
千代ヶ丘

第29号線

川崎市麻生区千代ヶ丘

８丁目1601番44先
2.61 18.21

川崎市麻生区千代ヶ丘

８丁目1601番44先

新
千代ヶ丘

第29号線

川崎市麻生区千代ヶ丘

８丁目1601番63先
5.43 18.21

川崎市麻生区千代ヶ丘

８丁目1601番60先

　　　───────────────────

川崎市告示第242号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年９月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

千 代 ヶ 丘

第 2 9 号 線

川崎市麻生区千代ヶ丘８丁目1601番63先

川崎市麻生区千代ヶ丘８丁目1601番60先

　　　───────────────────

川崎市告示第243号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
菅

第27号線

川崎市多摩区菅１丁目

2936番５

川崎市多摩区菅１丁目

2860番１

3.61

～

3.67

10.25

新
菅

第27号線

川崎市多摩区菅１丁目

2936番４

川崎市多摩区菅１丁目

2860番１

3.80

～

3.83

10.25

　　　───────────────────

川崎市告示第244号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年９月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月６日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

菅

第 2 7 号 線

川崎市多摩区菅１丁目2936番４

川崎市多摩区菅１丁目2860番１

　　　───────────────────

川崎市告示第245号

　　　道路の区域の変更に関する告示

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に

基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月９日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道
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旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
長 尾

第22号線

川崎市多摩区長尾

５丁目253番２先
3.25 2.00

川崎市多摩区長尾

５丁目253番２先

新
長 尾

第22号線

川崎市多摩区長尾

５丁目253番７先
3.25 2.00 隅きり部

川崎市多摩区長尾

５丁目253番７先

　　　───────────────────

川崎市告示第246号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年９月９日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年９月９日から令和元年９月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年９月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

長 尾

第 2 2 号 線

川崎市多摩区長尾５丁目253番７先
隅きり部

川崎市多摩区長尾５丁目253番７先

　　　───────────────────

川崎市告示第247号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第248号

　　　川崎市多摩区枡形地内（川崎市立日本民家

　　　園及び周辺地域）におけるたき火及び喫煙

　　　の禁止

　消防法（昭和23年法律第186号）第23条の規定により、

令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間、次の

区域内におけるたき火及び喫煙を禁止します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　川崎市多摩区枡形７丁目１番１号川崎市立日本民家園

の全域（警備員詰所を除く。）及び周辺地域（別図のと

おり）
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▲
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川崎市告示第249号

　住居表示を実施すべき区域について、街区符号及び住

居番号を次のように付けたので、住居表示に関する法律

（昭和37年法律第119号）第３条第３項の規定により告

示する。

１�　区域　　川崎市宮前区野川本町１丁目

　　　　　　川崎市宮前区野川本町２丁目

　　　　　　川崎市宮前区西野川１丁目

　　　　　　川崎市宮前区西野川２丁目

　　　　　　川崎市宮前区西野川３丁目

２�　実施期日　　　　　　　令和元年10月15日

３�　住居表示の方法　　　　街区方式

４�　街区符号及び住居番号　�別添住居表示新旧対照案内

図のとおり

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

� （別添新旧対照案内図省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第250号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第１項の

規定により、宮前区野川地区で、別図のとおり町区域の

設定及び変更をしたので、同条第２項の規定により告示

する。

　なお、この町区域の設定及び変更の効力は、令和元年

10月15日から生じるものとする。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

� （別図省略）

公 告

川崎市公告第259号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成橋ほか５橋耐震補強工事

履行場所 川崎市高津区二子５丁目11－１番地先他５箇所

履行期限 契約の日から令和２年２月28日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「橋りょう」ランク「Ｃ」

で登録されていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月17日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 登戸土地区画整理事業区画道路６－50号線他道路築造等工事

履行場所 川崎市多摩区登戸2583番地先他

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録されてい

ること。

　⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　⑻�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代

金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓

約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000

万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

　⑼�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下

回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案

件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者

を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月30日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第260号

　　　大規模小売店舗立地法に基づく変更の届出

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条

第２項の規定に基づき、大規模小売店舗の変更の届出が

なされたので、同条第３項が準用する同法第５条第３項

の規定により次のとおり公告します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

１�　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　溝口駅北口地区第一種市街地再開発事業施設建築物

　　川崎市高津区溝口360番１他

２�　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住

所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　ノクティ１店舗施設共有者組合

　　理事長　石川　稀代之

　　川崎市高津区溝口１丁目３番１号

　　ノクティ２店舗施設共有者組合

　　理事長　吉田　久弘

　　川崎市高津区溝口１丁目４番１号

３�　変更しようとする事項

　⑴�　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時

刻及び閉店時刻
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（変更前）

開店時刻 閉店時刻

１街区

１Ｆのうち、

㈱ローソン
24時間

その他

午前10時

（但し、年間60日間

午前９時30分）

午後８時30分

２街区

Ｂ１Ｆ、１Ｆ 午前10時 午後10時

１Ｆのうち、

㈱ローソン
24時間

その他

午前10時

（但し、年間60日間

午前９時30分）

午後９時

（変更後）

開店時刻 閉店時刻

１街区

１Ｆのうち、

㈱ローソン
24時間

その他

午前10時

（但し、年間60日間

午前９時30分）

午後８時30分

２街区

Ｂ１Ｆ、１Ｆ 午前10時 午後10時

１Ｆのうち、

㈱ローソン
24時間

２Ｆ

午前10時

（但し、年間60日間

午前９時30分）

午後10時30分

その他

午前10時

（但し、年間60日間

午前９時30分）

午後９時

４�　変更する年月日

　　令和元年９月10日

５�　届出の年月日

　　令和元年８月27日

６�　届出及び添付書類の縦覧場所

　�　経済労働局産業振興部商業振興課（川崎フロンティ

アビル10階）及び高津区役所

７�　届出及び添付書類の縦覧期間及び時間帯

　�　令和元年９月４日から令和２年１月４日までの午前

８時30分から午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日、

祝日、12月29日から１月３日を除く。

８�　法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店

舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境保持のた

めに配慮すべき事項について意見を有する者は、当該

公告の日から４月以内に、川崎市に対し意見書の提出

により、これを述べることができます。

９�　意見書の提出期限及び提出先

　　令和２年１月４日

　　川崎市経済労働局産業振興部商業振興課

　　　───────────────────

川崎市公告第261号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 新作住宅個別改善その他第１号工事（１号棟）

履行場所 川崎市高津区新作３丁目1361番13ほか

履行期限 契約の日から令和３年２月19日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑼�　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100
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入札日時等 令和元年10月15日17時00分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札【特別簡易型】のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

⑶�　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 大島・大島乳児保育園解体撤去工事

履行場所 川崎市川崎区大島５丁目21番10号

履行期限 契約の日から令和２年２月28日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「解体」種目「解体」で登録されている

こと。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　解体工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「解体」）を配置できること。ただし、平成28年５月31日までに主任技術者（業

種「とび・土工」）の資格を有する者でも可とします。

⑾�　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、延床面積500㎡以上の１棟からなる建築物

の解体工事の完工実績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年９月27日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 道路照明設置その４工事

履行場所 川崎市多摩区登戸1725番地先他３箇所

履行期限 契約の日から120日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」種目「照明灯設備」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

　�　また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は

特定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年９月25日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第262号

　川崎市立労働会館及び川崎市教育文化会館再編整備基

本計画策定等業務委託の業者選定に関する公募型企画提

案の実施について、次のとおり公告します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　公募型企画提案に関する事項

　⑴�　件名

　　�　川崎市立労働会館及び川崎市教育文化会館再編整

備基本計画策定等業務委託

　⑵�　履行期間

　　　契約締結日から令和３年１月22日（金）まで

　⑶�　履行場所

　　　川崎市内　他

　⑷�　事業概要

　　ア�　対象施設調査

　　イ�　労働会館のホールに関する改修（舞台設備、特

定天井への対応含む）計画案の策定
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　　ウ�　再編整備基本計画案の検討・策定

　　エ�　耐震診断及び補強計画案の検討

　　オ�　設計に向けた検討

　　カ　その他

２�　参加者の資格要件

　⑴�　応募者は、単体の企業で次の各号の全てを満たす

ものとします。（ただしウについては、企業又は管

理技術者個人の実績とします。）

　　ア�　建築士法第23条の３第１項の規定に基づく一級

建築士登録事業者であること。

　　イ�　川崎市の競争入札参加資格を有し、平成31・32

年度川崎市業務委託有資格業者名簿で次の業種及

び種目のいずれにも搭載されていること。

　　　�　業種10「建築設計」の種目０１「意匠設計」及

び種目02「構造設計」

　　　※�ただし、参加意向申出書提出時に川崎市業務委

託有資格業者名簿の登録申請に係る所定の書類

を提出し、同等の資格を有すると認められた場

合は、落札後に登録することを前提として登録

申請している者と同等に扱います。

　　ウ�　次の（ア）及び（イ）の条件を満たす業務を行

った実績があること。

　　（ア�）延べ面積500㎡以上の「非住宅」施設（倉庫、

車庫等を除く）の改修計画を立案したことがあ

ること。

　　（イ�）平成21年４月１日から令和元年８月31日まで

の間にしゅん工していること。

　　　※�発注者、建物用途と規模構造、しゅん工時期、

企業又は管理技術者個人が従事したこと等が確

認できる書類（計画通知書、契約書、雑誌掲載

記事等の写し）を添付してください。

　　エ�　本業務の履行期間内に、一級建築士免許取得後

５年以上の経験を有する管理技術者、一級建築士

免許を有する意匠主任技術者及び構造主任技術者

を配置すること。

　　　�　また、構造主任技術者は上記の要件に加え、耐

震改修設計の経験を有していること。なお、管理

技術者は、応募者の組織に所属していること。

　　オ�　意匠、構造の各主任技術者に加え、建築士法第

２条第５項に規定する建築設備に関する知識及び

技能につき国土交通大臣が定める資格を有する

（業務経験５年以上）、若しくは、本業務と同等

以上の改修計画立案に関する実績を有する（業務

経験10年以上）又は同程度の能力のある（業務経

験10年以上）電気設備主任技術者、並びに、建築

士法第２条第５項又は第10条の２の２第２項に規

定する建築設備に関する知識及び技能につき国土

交通大臣が定める資格（建築設備士又は設備設計

一級建築士）を有する機械設備主任技術者を、そ

れぞれ１名配置できる者であること。

　　カ　次の条件をすべて満たしていること。

　　（ア）本業務に関するノウハウと実績がある者

　　（イ�）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づ

く更正手続開始の申立がなされていない者又は

民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく

再生手続開始の申立がなされていない者

　　（ウ�）ＮＰＯ法人においては、特定非営利活動促進

法第２条別表19（前各号に掲げる活動を行う団

体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動）に該当する活動を行う者、その他の法

人においては定款等により同様の事業目的が確

認できる者

　　（エ�）川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停

止期間中でない者

　　（オ�）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中でないこと

　　（カ�）団体又はその代表者が市民税、法人税、消費

税及び地方消費税を滞納していない者

　　（キ�）川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例

第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団

経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を

有することのない者

　　（ク�）神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県

条例第75条）第23条第１項又は第２項の規定に

違反しない者

　⑵�　協力者又は協力事務所の資格要件

　　�　応募者は、本業務に関する管理技術者及び主任担

当技術者（意匠）を除く、担当業務分野について、

協力者又は協力事務所（以下「協力者等」という。）

を加えることができます。なお、協力者等とは、基

本的に管理技術者の組織に所属していない者を、各

分野の主任技術者として組織体制に加える場合を指

します。

　　�　協力者等となった者及びその者の所属する建築設

計業者は本プロポーザルの応募者となることができ

ません。

３�　担当部局

　　川崎市経済労働局労働雇用部

　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　川崎フロンティアビル６階

　　電話番号（直通）　044（200）2276

　　ＦＡＸ番号　　　　044（200）3598

　　電子メール　　　　28roudou@city.kawasaki.jp

４�　実施要領の交付及び参加意向申出書について

　⑴�　実施要領の配布期間　令和元年９月４日（水）～

９月20日（金）
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　⑵�　参加意向申出書の提出期限　令和元年９月20日

（金）15時

　⑶�　提出場所　３の担当部局と同じ

５�　企画提案書の提出期限、場所及び方法

　⑴�　提出期限　令和元年10月４日（金）15時

　⑵�　提出場所　３の担当部局と同じ

　⑶�　提出書類　各10部

　　ア�　企画提案書

　　イ�　提案者概要

　　ウ�　事業実施体制

　　エ�　類似業務の実績

　　オ�　見積書

　⑷�　提出方法　持参又は郵送（書留郵便等の配達記録

が残る場合に限る。）

６�　企画提案書に使用する言語及び通貨

　⑴�　言語　日本語

　⑵�　通貨　日本国通貨

７�　契約書作成の要否

　　要する

８�　関連情報を入手するための紹介窓口

　　３の担当部局と同じ

９�　その他必要と認める事項

　⑴�　業務規模概算額　60,544,000円

　　　（消費税及び地方消費税を含む）

　　　

〔
令和元年度　24,218千円　　　

〕　　　　（消費税及び地方消費税含む。）

　　　　令和２年度　36,326千円

　　　　（消費税及び地方消費税含む。）

　⑵�　企画提案書の作成及び提出に関する提出者の費用

負担の有無

　　�　企画提案書の作成及び提出に係る一切の費用は、

参加者の負担とします。

　　　───────────────────

川崎市公告第263号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市多摩区堰三丁目６番１

� 1,274平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　高津区梶ヶ谷三丁目13番31

　　株式会社　末長組

　　代表取締役　根元　裕之

３�　予定建築物の用途

　　共同住宅

� 計画戸数：39戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年５月７日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第15号

　　令和１年８月８日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第47号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第264号

　外国人観光客動態分析業務委託の業者選定に関する公

募型企画提案の実施について、次のとおり公告します。

　　令和元年９月５日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　公募型プロポーザルに関する事項

　⑴�　件　　名　外国人観光客動態分析業務委託

　⑵�　業務事項

　　　川崎市内に来訪する外国人観光客に関する

　　ア�　データ分析業務

　　イ�　分析レポート作成業務

　⑶�　委託期間　契約日～令和２年３月20日

２�　提案書の提出者の資格

　　次の条件をすべて満たしていること。

　⑴�　各種データの分析や外国人観光客の動態分析に関

するノウハウと実績がある者

　⑵�　法人格を有する者

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に基づ

く指名停止期間中でない者

　⑷�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でない者

　⑸�　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更

正手続開始の申立がなされていない者又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始

の申立がなされていない者

　⑹�　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することの

ない者

　⑺�　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例

第75条）第23条第１項又は第２項の規定に違反しな

い者

　⑻�　団体又はその代表者が川崎市税、法人税、消費税

及び地方消費税を滞納していない者

３�　提案者を特定するための評価基準

　⑴�　事業目的の理解度

　⑵�　企画提案の内容

　⑶�　専門的知識・能力

　⑷�　業務実績

　⑸�　実施体制

　⑹�　概算見積額
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４�　担当部局

　�　川崎市経済労働局産業振興部観光プロモーション推

進課

　　〒210－0007　神奈川県川崎市川崎区駅前本町11－２

　　川崎フロンティアビル10階

　　電　話（直通）044－200－0509

　　ＦＡＸ　044－200－3920

　　メールアドレス　28kankou@city.kawasaki.jp

５�　公募型企画提案実施要領の交付の期間、場所

　⑴�　配付期間　�令和元年９月５日（木）～９月13日

（金）（土曜日及び日曜日を除く）

　⑵�　受付場所　４の担当部局と同じ

６�　参加意向申出書の受付期間、場所及び方法

　⑴�　受付期間　令和元年９月12日（木）～９月13日（金）

　⑵�　受付場所　４の担当部局と同じ

　⑶�　提出方法　持参又は郵送

　　　　　　　　�（郵送の場合は、書留郵便等の配達記

録が残る方法に限る）

７�　企画提案書の受付期間、場所及び方法

　⑴�　受付期間　令和元年10月８日（火）

　⑵�　受付場所　４の担当部局と同じ

　⑶�　提出書類　�企画提案書（７部）、見積書（１部）、

見積書の写し（７部）、業務実施体制・

主な業務実績（７部）、会社概要（７部）

　⑷�　提出方法　�持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵

便等の配達記録が残る方法に限る）

　　　　　　　　�（郵送による提出については、受付期

間開始前に到着した場合でも受付を行

う）

８�　企画提案書に使用する言語及び通貨

　⑴�　言語　日本語

　⑵�　通貨　日本国通貨

９�　契約書作成の要否

　　要する

10　関連情報を入手するための照会窓口

　　４の担当部局と同じ

11　その他必要と認める事項

　⑴�　業務規模概算額　2,500,000円（消費税及び地方

消費税を含む）

　⑵�　提案書の作成及び提出に関する提出者の費用負担

の有無

　　�　企画提案書の作成及び提出に係る一切の費用は、

公募型企画提案参加者の負担とします

　⑶�　その他

　　ア�　審査結果の発表は令和元年10月15日（火）を予

定しています。

　　イ�　詳細につきましては、外国人観光客動態分析業

務委託企画提案実施要領、仕様書を御参照くださ

い。

　　　───────────────────

川崎市公告第265号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 川崎港臨港道路東扇島水江町線アプローチ部橋梁下部（そのⅡ工区）工事

履行場所 川崎市川崎区東扇島地内

履行期限 契約の日から令和３年３月15日まで

参 加 資 格

本工事の入札は、混合入札により執行します。

入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成員

２」という。）により結成されている共同企業体又は単体企業でなければなりません。

ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合を

上回らなければいけません。

　⑴�　共同企業体の資格条件

　　ア�　全ての構成員に必要な条件

　　（ア）川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　　（イ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　　（ウ）建設業退職金共済制度に加入していること。

　　（エ�）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録され

ていること。

　　（オ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　　（カ�）本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員

になっていないこと。
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参 加 資 格

　　イ�　共同企業体の代表者に必要な条件

　　（ア�）平成31・32年度川崎市競争入札参加資格申請時における経営事項審査の総合評定値通知

書における「土木一式」の総合評定値が1,200点以上であること。

　　（イ）土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　　（ウ）監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　　（エ�）国及び地方公共団体等（法人税法別表第一及び建設業法施行規則第十八条に定める法人）

が発注した工事で、杭長50ｍ以上のＰＨＣ又はＳＣ杭を中堀り圧入工法で30本以上施工し

た完工実績（１工事・元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること。

　　　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

　　ウ�　共同企業体の構成員２に必要な条件

　　（ア）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　　（イ�）「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中

小企業者であること。

　　（ウ）土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　　（エ）主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

　⑵�　単体企業の資格条件

　　�　上記⑴ア「全ての構成員に必要な条件」及び上記⑴イ「共同企業体の代表者に必要な条件」

を全て満たしていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築

一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、上記

⑴イ（イ）については一般建設業の許可でも可とし、上記⑴イ（ウ）については主任技術者で

も可とします。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月10日17時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札【特別簡易型】のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

方法等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 一般国道409号（小杉工区）道路改良（電線共同溝整備）（その２）工事

履行場所 川崎市中原区小杉御殿町地内

履行期限 契約の日から令和３年３月31日まで

参 加 資 格

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割

合を上回らなければいけません。

　⑴�　全ての構成員に必要な条件

　　ア�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。
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参 加 資 格

　　イ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　　ウ�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　　エ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録されて

いること。

　　オ�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　　カ�　本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　⑵�　共同企業体の代表者に必要な条件

　　ア�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　　イ�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　⑶�　共同企業体の構成員２に必要な条件

　　ア�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　　イ�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中

小企業者であること。

　　ウ�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　　エ�　主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月10日17時00分

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札【特別簡易型】のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

方法等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩区内道路補修（緊急19－２）工事

履行場所 川崎市多摩区役所道路公園センター管内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　川崎市多摩区内に本社を有すること。

⑹�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」で登録されていること。

⑺�　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑻�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。
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参 加 資 格

⑼�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑽�　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑾�　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月25日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 高石橋橋りょう長寿命化修繕工事

履行場所 川崎市麻生区百合丘１丁目22番地

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」で登録されていること。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑺�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

　⑻�　小田急電鉄株式会社工務部発行の「工事指揮者認定証」を有し、指揮者資格が有効である自

社の技術者を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月25日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道細山63号線道路補修（Ｌ型側溝）工事

履行場所 川崎市麻生区細山５丁目12番地先

履行期限 契約の日から130日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ｃ」で登録されている

こと。



（第1,779号）令和元年(2019年)９月25日 川 崎 市 公 報

－2922－

参 加 資 格

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月25日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 むじなが池公園斜面崩落箇所対策工事

履行場所 川崎市麻生区白山４丁目６

履行期限 契約の日から令和２年１月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「造園」で登録されていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　造園工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「造園」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和元年９月25日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市公告第266号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項　

　⑴�　業務件名

　　　川崎市民プラザ暖房用温水ポンプ改修業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市高津区新作１丁目19番１号

　　　川崎市民プラザ

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　�　川崎市民プラザに設置されている暖房用温水ポン

プ２台の交換整備を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「空調・衛生設備保守点検」

に登載されていること。

　⑶�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿に、地域

区分「市内」で登録されていること。

　⑷�　官公需についての中小企業者の受注の確保に関す

る法律（昭和41年法律第97号）第２条第１項による

中小企業者であること。

　⑸�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑹�　過去３年間で、本市又は他官公庁において類似業

務の実績があり、かつ誠実に履行した実績を有する

こと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写しや工事実績一覧表等）を提出し

てください。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0007

　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　市民文化局市民生活部企画課

　　　電　話　044－200－2153（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3707

　　　E-mail　25kikaku@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月10日（火）から令和元年９月18日

（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。（ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除く）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、３

⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市のホームペ

ージ「入札情報かわさき」において、本件の公表情

報詳細のページからダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　令和元年９月20日（金）午後１時から午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年９月10日（火）から令和元年９月25日

（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　25kikaku@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　044－200－3707

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月１日（火）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問
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に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封　印して持参し

てください。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相　当する額（入

札書に記載した金額の10％）を加算した金額をも

って契約金額としま　す。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　令和元年10月９日（水）午前11時

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　　川崎フロンティアビル９階　市民文化局会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」において、

本件の公表情報詳細のページからダウンロードでき

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告第267号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　広域避難場所標識保守点検業務委託契約

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区富士見２丁目１番地先ほか17か所

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　�　市内に設置している広域避難場所標識について、

高所作業車等を用いて点検を行い、安全の確認を行

う。また、標識盤面のボルト・ナットの取付状態を

確認し、保守を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「その他」種目「その他」に登載されていること。

　⑷�　川崎市内に本店又は受任地を有していること。

　⑸�　官公需についての中小企業者の受注の確保に関す

る法律第２条第１項第１号による中小企業者である

こと。

　⑹�　過去２年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、標識、看板の作成を含む同程度の規模の契
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約を締結し、これらをすべて誠実に履行しているこ

と。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持

参により提出してください。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0005

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　計画調整担当

　　　電　話　044－200－3134（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月10日（火）から９月18日（水）まで

の午前８時30分から午後５時までとします。ただ

し、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から

午後１時までを除きます。

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所にお

いて、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供す

るとともに、希望者には印刷物を配布します。ま

た、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　令和元年９月20日（金）午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年９月10日（火）から９月24日（火）まで

の午前８時30分から午後５時までとします。ただ

し、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から

午後１時までを除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　�　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア�　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ�　郵送　　　　�「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年９月26日（木）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時　令和元年９月30日（月）午前10時00分

　　イ�　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階
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　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────

川崎市公告第268号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　業務件名

　　�　川崎市公共施設利用予約システムホームページ品

質向上支援業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市市民文化局市民生活部企画課ほか

　　　�（川崎市川崎区駅前本町11番地２　川崎フロンテ

ィアビル９階）

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　�　川崎市公共施設利用予約システム（以下、「ふれ

あいネット」という。）ホームページについてJIS X 

8341-3：2016に基づく調査及び試験を実施し、試験

結果の公開を支援する。また、調査で明らかになっ

たふれあいネットホームページの状況及び問題点・

課題を整理し本市に報告を行い、その報告内容に基

づきホームページの品質向上のための助言及び指導

を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「電算関連業務」種目「その他の電算関連業務」に

登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　2016年４月以降、国・地方公共団体（またはそ

れらに準ずる公的団体）のサイトにおいて、JIS X 

8341-3：2016に基づくアクセシビリティ評価試験を

行い、試験結果公開を支援した実績を５件以上有す

る者に限る（落札者には、実績を証する書類および、

試験事業委託者の連絡先情報の提供を求めます）。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、2016年４月以降に国・

地方公共団体（またはそれらに準ずる公的団体）のサ

イトにおいて行ったＪＩＳ　Ｘ　8341－３：2016に基

づくアクセシビリティ評価試験の契約実績を証する書

類（契約書の写しや実績一覧表等）を提出してくださ

い。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0007

　　　川崎市川崎区駅前本町11番地２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　川崎市市民文化局市民生活部企画課

　　　電　話　044－200－2296（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3707

　　　E-mail　25kikaku@city.kawasaki.jp
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　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月10日（火）から令和元年９月17日

（火）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。（ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除く）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、３

⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市のホームペ

ージ「入札情報かわさき」において、本件の公表情

報詳細のページからダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　令和元年９月19日（木）午後１時から午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年９月10日（火）から令和元年９月25日

（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　25kikaku@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　044－200－3707

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年９月30日（月）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封して持参してく

ださい。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　令和元年10月４日（金）午前11時

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市川崎区駅前本町11番地２

　　　　川崎フロンティアビル９階　市民文化局会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧
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　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告第269号

　　　入　　札　　公　　告

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　一般競争入札について次のとおり公表します。

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　電気自動車（軽貨物）賃貸借及び保守

　⑵�　履行場所

　　　川崎市環境局環境対策部大気環境課　他

　⑶�　履行期間

　　　令和２年３月２日から令和９年３月１日まで

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格者名簿の業種「リース」種目「車両」に登載

されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去に本市又は他官公庁において類似の契約を締

結した実績を有し、かつこの調達物品について確実

に納入ができること。

　⑸�　この調達物品の納入後アフターサービスを本市の

求めに応じて速やかに提供できること。

３�　競争入札参加申込書・仕様書等の配布・提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　川崎市環境局環境対策部大気環境課

　　　担　　当　塚本・堀井

　　　郵便番号　210－8577

　　　住　　所　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　　　川崎市役所第三庁舎17階

　　　電　　話　044－200－2530

　　　ＦＡＸ　044－200－3922

　　　E-mail　30taiki@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　ア�　配布・提出日

　　　�　令和元年９月10日（火）から令和元年９月25日

（水）まで

　　　　（土曜日及び日曜日、祝日を除く。）

　　イ�　配布・提出時間

　　　�　午前９時から正午までと午後１時から午後５時

まで

　⑶�　提出書類

　　�　下記の書類を全て提出してください。なお、本市

が必要と認めた場合、追加で書類提出を求めること

があります。

　　ア�　一般競争入札参加申込書

　　イ�　車両の仕様及びカタログ等の資料

　　ウ�　契約書の契約実績（契約期間・金額等）を確認

できる箇所の写し

　⑷�　提出方法

　　�　持参に限ります。提出書類（競争入札参加申込

書）、入札説明書及び仕様書は、インターネットか

らダウンロードすることができます。（「入札情報か

わさき」の「入札情報」の物品の欄の「入札公表」

の中にあります。）ダウンロードができない場合に

は、上記３⑵の期間に、３⑴の場所で配布します。

　　�（「入札情報かわさき」http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）

４�　競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　競争入札参加申込書を提出した者のうち参加資格が

あると認められた者には、平成31・32年度川崎市競争

入札参加資格審査申請書の委任先メールアドレスに令

和元年９月30日（月）までに送付します。

５�　仕様・入札に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵�　問い合わせ期間

　　�　令和元年９月30日（月）午前９時から令和元年10

月２日（水）午後５時まで

　⑶�　問い合わせ方法

　　�　競争入札参加資格確認通知書に添付の「質問書」

の様式に必要事項を記入し、３⑴に記載した電子メ

ールアドレス又はＦＡＸ宛て送付してください。（質

問書を送付した旨を、電話番号044－200－2530（担

当　堀井）あてに電話連絡してください。）

　⑷�　回答方法

　　�　質問があった場合の回答は、令和元年10月３日

（木）に、質問書に記載された担当者の連絡先に、

参加全社へ電子メール又はＦＡＸにて送付します。

６�　競争入札参加資格の喪失
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　�　競争入札参加資格があると認められた者が、次のい

ずれかに該当するときは、この入札に参加することが

できません。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの資格条件を満

たさなくなったとき。

　⑵�　競争入札参加申込書及び提出書類について虚偽の

記載をしたとき。

７�　入札手続等

　⑴�　賃貸借期間の総額（税抜き）を入札金額とします。

「川崎市競争入札参加者心得」第３条第２項の規定

に関わらず、契約希望金額の110分の100に相当する

月額の賃貸借料（税抜きで１円未満の端数を切り捨

てた額、以下、「月額の賃貸借料」という。）を83か

月で乗じた金額に、令和２年３月分及び令和９年３

月分について、月額の賃貸借料を各対象月の履行日

数に応じて日割計算した金額を加算する方法で見積

もりしてください。

　⑵�　入札・開札の日時

　　　令和元年10月11日（金）午前10時

　⑶�　入札・開札の場所

　　　川崎市役所第三庁舎16階会議室

　⑷�　入札書の提出方法

　　　持参（持参以外は無効とします。）

　⑸�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑹�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とします。ただし、

著しく低価格の場合は落札を保留し、調査を行うこ

とがあります。

　⑺�　入札の無効

　　�　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８�　契約手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

９�　その他

　⑴�　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　⑶�　関連情報を入手するための窓口は３⑴に同じです。

　⑷�　当該契約は、翌年度以降における所要の予算金額

について減額又は削除があった場合は、この契約を

変更又は解除することができるものとします。ま

た、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その損失

の補償を川崎市に対して請求することができるもの

とし、補償額は協議して定めるものとします。

　　　───────────────────

川崎市公告第270号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　業務件名

　　　多摩区総合庁舎照明空調制御盤システム改修委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市多摩区登戸1775番地１

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　�　多摩区総合庁舎に設置されている照明空調制御盤

の更新を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件を全て

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「電気・機械設備保守点検」

に登載されていること。

　⑶�　平成31・32年度業務委託有資格者名簿に、地域区

分「市内」で登録されていること。

　⑷�　官公需についての中小企業の受注の確保に関する

法律第２条第１項による中小企業者であること。

　⑸�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑹�　過去５年間で、本市又は他官公庁において類似業

務の実績があり、かつ誠実に履行した実績を有する

こと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、点検・工事実績を証す

る書類（契約書の写しや工事実績一覧表等）を提出し
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てください。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒214－8570

　　　［住所等］川崎市多摩区登戸1775番地１

　　　［担当課］多摩区役所　まちづくり推進部　総務課

　　　電　話　044－935－3125（直通）

　　　ＦＡＸ　044－935－3391

　　　電子メール　71soumu@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月10日（火）から９月13日（金）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。

　⑶�　提出方法

　　　持参又は郵送

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書と仕様

書は、川崎市のホームページ「入札情報かわさき」

において、本件の公表情報詳細のページからダウン

ロードできます。ダウンロードができない場合には

「３⑴配布・提出場所及び問合せ先」の場所におい

て、「３⑵配布・提出期間」で縦覧に供するととも

に、希望者には印刷物を配布します。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　令和元年９月18日（水）午後１時から午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問合せ先」に同じ。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問合せ先」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年９月18日（水）から９月20日（金）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　71soumu@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－935－3391

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年９月25日（水）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封　印して持参し

てください。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　令和元年９月30日（月）　午前10時00分

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市多摩区登戸1775番地１

　　　　多摩区総合庁舎11階　1103会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等
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　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び「３⑴配布・提出場所及び問合せ

先」の場所で閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書と仕様書

は、川崎市のホームページ「入札情報かわさき」に

おいて、本件の公表情報詳細のページからダウンロ

ードできます。

　　　───────────────────

川崎市公告第271号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 駅前本町ポンプ場水中ポンプ更新工事

履行場所 川崎市川崎区駅前本町19番地

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「水処理施設」で登録され

ていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「機械器具設置」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月２日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 コンテナターミナル荷役設備補修工事

履行場所 川崎市川崎区東扇島92番地

履行期限 契約の日から令和２年３月19日まで

参 加 資 格
⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。
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参 加 資 格

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「その他の機械設置」で登

録されていること。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請

負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する

誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000

万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）

を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本

案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者

を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満と

なった場合は専任を要しません。

⑻�　荷役機械（ガントリークレーン又はトランスファークレーン）における機械設備の補修又は改

修工事の完工実績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること。

　�　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月18日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 川崎港海底トンネル機械室棟外壁塗装改修その他工事

履行場所 川崎市川崎区東扇島43番地

履行期限 契約の日から令和２年３月19日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている

こと。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　塗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「塗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月４日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要
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入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 有馬小学校蓄電池設備設置工事

履行場所 川崎市宮前区東有馬５丁目12番１号

履行期限 契約の日から令和２年３月26日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特

定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月23日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生スポーツセンター屋上防水改修工事

履行場所 川崎市麻生区上麻生３丁目６番１号

履行期限 契約の日から令和２年３月16日まで

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。
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参 加 資 格

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「防水」種目「その他の防水」で登録さ

れていること。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　防水工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特

定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「防水」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月16日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第272号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年９月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市中原区下小田中六丁目840番

� ほか４筆の一部（第１工区）

� 925平方メートル　　　　

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

　　株式会社　オープンハウス・ディベロップメント

　　代表取締役　福岡良介

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：12戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　令和１年５月17日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第17号

　　令和１年６月11日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第21号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第273号

　　　株式会社東京機械製作所玉川製造所再開発

　　　計画に係る事後調査報告書（供用時その３）

　　　について

　川崎市環境影響評価に関する条例（平成11年川崎市条

例第48号）第34条第１項の規定に基づく事後調査報告書

の提出がありましたので、同条例第35条の規定に基づ

き、その旨及び川崎市環境影響評価に関する条例施行規

則（平成12年川崎市規則第106号）第39条で定める事項

について次のとおり公告します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　事後調査報告書について
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１�　指定開発行為者

　・東京都港区芝五丁目26番24号

　　株式会社東京機械製作所

　　代表取締役社長　木船　正彦

　・東京都新宿区西新宿二丁目４番１号　新宿ＮＳビル

　　住友不動産株式会社

　　代表取締役社長　仁島　浩順

　・東京都千代田区二番町８番地８

　　株式会社イトーヨーカ堂

　　代表取締役社長　三枝　富博

２�　指定開発行為の名称及び種類

　⑴�　名称

　　　株式会社東京機械製作所玉川製造所再開発計画

　⑵�　種類

　　　高層建築物の新設（第１種行為）

　　　住宅団地の新設（第２種行為）

　　　商業施設の新設（第１種行為）

　　　大規模建築物の新設（第１種行為）

３�　事後調査報告書の要旨

　第１章　指定開発行為の概要

　第２章　�条例環境影響評価書に掲げる事後調査計画の

概要

　第３章　閑居保全のための措置の実施状況

　第４章　事後調査結果

　資料編

４�　事後調査報告書の写しの縦覧の期間、場所及び時間

　⑴�　期間

　　�　令和元年９月12日（木）から令和元年10月11日

（金）まで

　　　土曜日、日曜日及び祝日は除く。

　⑵�　場所

　　　中原区役所及び環境局環境評価室

　　　（市役所第３庁舎15階）

　⑶�　時間

　　　午前８時30分から午後５時まで

　　　───────────────────

川崎市公告第274号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市中原区下小田中五丁目1688番

� 789平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都杉並区西荻北２丁目１番11号

　　株式会社　三栄建築設計

　　代表取締役　小池　信三

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：９戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成31年３月５日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第163号

　　　───────────────────

川崎市公告第275号

　一般競争入札について次のとおり公告します

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 神庭特別緑地保全地区斜面対策設計業務委託

履行場所 川崎市高津区蟹ヶ谷97－５ほか

履行期限 令和２年３月13日限り

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に業種「建設コンサルタント」、種目「土質及び

基礎部門」で登録されている者。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2097

入札日時等 令和元年10月15日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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川崎市公告第276号

　　　川崎市立柿生小学校校舎増築事業に係る条

　　　例環境影響評価準備書について

　川崎市環境影響評価に関する条例（平成11年川崎市条

例第48号）第18条第１項の規定に基づく条例環境影響評

価準備書の提出がありましたので、同条例第19条の規定

に基づき、その旨及び川崎市環境影響評価に関する条例

施行規則（平成12年川崎市規則第106号）第16条で定め

る事項について次のとおり公告します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　条例環境影響評価準備書について

１�　指定開発行為者

　　所在地：川崎市川崎区宮本町１番地　

　　名　称：川崎市

　　代表者：川崎市長　福田　紀彦　

２�　指定開発行為の名称及び種類

　⑴�　名称

　　　川崎市立柿生小学校校舎増築事業

　⑵�　種類

　　　都市計画法第４条第12項に規定する開発行為

　　　（第３種行為）

３�　指定開発行為を実施する区域

　　川崎市麻生区片平３丁目３番１号

４�　指定開発行為の目的及び内容

　⑴�　目的

　　　小学校校舎の増築

　⑵�　内容

　　　区域面積：約13,827㎡

５�　指定開発行為の施行期間

　　令和２年10月～令和４年２月

６�　条例準備書の要旨

　　第１章　指定開発行為の概要

　　第２章　�計画地及びその周辺地域の概況並びに環境

の特性

　　第３章　環境影響評価項目の選定等

　　第４章　環境影響評価

　　第５章　環境保全のための措置

　　第６章　環境配慮項目に関する措置

　　第７章　環境影響評価の総合的な評価

　　第８章　関係地域の範囲

　　第９章　　その他

　　資料編

７�　条例準備書の写しの縦覧の期間、場所及び時間

　⑴�　期間

　　�　令和元年９月13日（金）から令和元年10月28日

（月）まで

　　�　土曜日、日曜日、祝日は除く。ただし、麻生区役

所では、第２・第４土曜日の午前８時30分～午後０

時30分も縦覧を行います。

　⑵�　場所

　　�　麻生区役所及び環境局環境評価室

　　　（市役所第３庁舎15階）

　⑶�　時間

　　　午前８時30分から午後５時まで

　　　───────────────────

川崎市公告第277号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市麻生区高石三丁目1323番１

� ほか５筆の一部　　

� 2,713平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　横浜市青葉区新石川２丁目４番地12

　　さくら地所株式会社

　　代表取締役　大須賀　幹雄

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：16戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年12月11日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第128号

　　平成31年３月28日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第172号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第278号

　特定非営利活動法人の定款の変更認証申請について、

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第

５項において準用する同法第10条第２項の規定により次

のとおり公告します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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申請のあった

年月日
特定非営利活動法人の名称 代表者氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

令和元年

７月26日

特定非営利活動法人

ジストニア友の会

堀内　正浩 川崎市宮前区菅生２丁目16番１号

聖マリアンナ医科大学

神経内科医局

　この法人は、ジストニアの患者

及び家族の交流と親睦を図り、ま

た、それらを通じて有益な情報交

換を行うとともに、関係医療機関

に働きかけて、ジストニアの原因

究明と治療法の確立を図り、認識

度が低く一般には受け入れられて

いない神経難病であるジストニア

に対する社会的認識を深めること

を目的とする。

令和元年

８月29日

特定非営利活動法人

KAWASAKI精神保健福祉事業団

池上　秀明 川崎市川崎区浅田三丁目８番４号 　この法人は、精神障害者の個人

としての尊厳を重んじ、その日常

生活又は社会生活におけるノーマ

ライゼーションの実現に関する事

業を行い、地域における精神障害

者の社会復帰活動を組織的に支援

することにより、精神保健福祉の

増進に寄与することを目的とする。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請のあった

年月日
特定非営利活動法人の名称 代表者氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

令和元年

８月27日

特定非営利活動法人

国民の健康と生活を守る会

金屋　隼斗 川崎市高津区東野川

１丁目27番17号

　この法人は、国民に対して、統合医療の普

及啓発によって国民の健康寿命を延ばすこと

で、保健、医療又は福祉の増進に寄与するこ

とを目的とする。

令和元年

８月27日

特定非営利活動法人

ワーカーズ・コレクティブ

びすけっと

石村　早苗 川崎市高津区溝口３丁目

22番43号

ハイツ大屋103号室

　この法人は、市民に対して相互扶助の精神

を発揮し、保育サービスに関する事業を行

い、健全な子どもの育成、子育て支援、保護

者支援を行い、大人も子どもも暮らしやすい

まちづくりに寄与することを目的とする。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第279号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条

第１項の規定により特定非営利活動法人の設立の認証申

請がありましたので、同法第10条第２項の規定により次

のとおり公告します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市公告第280号

　　　入　　札　　公　　告

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名

　　　�令和元年度川崎市総合計画に関する市民意識調査

業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　川崎市総務企画局都市政策部企画調整課ほか

　⑶�　履行期間

　　　契約締結日から令和２年３月30日（月）まで

　⑷�　業務概要

　　�　川崎市総合計画の取組の成果を測るため、市民生

活やまちづくり等に関するいくつかのテーマについ

て、市民の生活意識や市政に対する意識等を明らか

にし、今後の市政運営の参考とするため、「川崎市

総合計画に関する市民意識調査」を実施します。詳

細は、委託仕様書によります。

　　ア�　実施時期

　　　�　年２回（第１回：令和元年11月（予定）、第２

回：令和２年２月（予定））

　　イ�　標本数

　　　　各3,000サンプル
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　　　　（住民基本台帳から層化二段無作為抽出）

　　ウ�　対象者

　　　　市内在住の満18歳以上の男女（外国人を含む。）

　　エ�　調査方法

　　　　郵送法

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「調査・測定」種目「市場調査」で登録されて

いること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去２箇年の間に、本市又はその他の官公庁にお

いて、社会・世論に係る調査業務の委託契約を２回

以上にわたって締結し、これらを全て誠実に履行し

た実績を有し、かつ、本業務を確実に履行すること

ができること。

　⑸�　一般財団法人日本情報経済社会推進協会よりプラ

イバシーマーク（Ｐマーク）認証を取得しているこ

と。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　次により一般競争入札参加資格確認申請書を配布し

ます。この入札に参加を希望する者は、次により所定

の一般競争入札参加資格確認申請書及び必要な書類を

提出しなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　川崎市役所第３庁舎５階

　　　総務企画局都市政策部企画調整課　政策評価担当

　　　電話：044－200－2024

　　　ＦＡＸ：044－200－0401

　　　E-Mail：17kityo@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月13日（金）から令和元年９月27日

（金）までの午前８時30分から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。ただし、閉庁日を除

きます。

　⑶�　提出物

　　ア�　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ�　上記２⑷の条件を満たすことを証明する書類

（契約書の写し等）

　　ウ�　上記２⑸の条件を満たすことを証明するプライ

バシーマーク登録証の写し

　　エ�　本業務の実施体制及びスケジュール

　⑷�　一般競争入札参加資格確認申請書等の提出方法

　　　持参してください。

４�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付及び入札説

明会

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出し、入札参

加資格があると認められた者には、次により一般競争

入札参加資格確認通知書を交付します。ただし、川崎

市業務委託有資格業者名簿に登録した際に電子メール

アドレスを登録している場合は、自動的に電子メール

で配信します。

　⑴�　通知書交付日

　　　令和元年10月２日（水）

　⑵�　場所

　　　上記３⑴に同じ

　⑶�　入札説明書の交付

　　�　入札説明書は上記３⑴の場所において、上記３⑵

の期間で縦覧に供します。なお、川崎市業務委託有

資格業者名簿に登録した際に電子メールアドレスを

登録している場合は、一般競争入札参加資格確認通

知書とあわせて電子メールで配信します。

　⑷�　入札説明会

　　　実施しません。

５�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　上記３⑴に同じ

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年９月13日（金）から令和元年10月４日

（金）までの午前８時30分から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。ただし、閉庁日を除

きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　電子メール又はＦＡＸに限ります。

　　ア�　電子メール　17kityo@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－0401

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月８日（火）に、一般競争入札参加資

格確認通知書の交付を受けた者へ電子メール又はＦ

ＡＸにて回答書を送付します。なお、この入札の参

加資格を満たしていない者からの質問に関しては回

答しません。

６�　一般競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた



川 崎 市 公 報 （第1,779号）令和元年(2019年)９月25日

－2939－

とき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時　令和元年10月11日（金）　14時00分

　　イ�　入札場所　川崎市役所第３庁舎５階

　　　　　　　　　企画調整課会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条に規定する各号のいずれかに該当する場合

は、免除します。

　⑵�　契約書の作成

　　ア�　契約書を作成することを要します。

　　イ�　契約書作成に要する費用は、落札者の負担とし

ます。

　⑶�　契約規則等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧す

ることができます。

９�　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　⑶�　関連情報を入手するための窓口は、上記３⑴に同

じです。

公 告（ 調 達 ）

川崎市公告（調達）第152号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　�トリプル四重極型ガスクロマトグラフ質量分析計装

置一式の賃貸借及び保守管理

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　健康福祉局健康安全研究所

　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　川崎生命科学・環境研究センター２階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月21日

４�　落札者の氏名及び住所

　　日通商事株式会社横浜営業センター

　　所長　二見　政登

　　神奈川県横浜市西区高島２丁目19番３号

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　　44,125,200円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第153号

　　　入　　札　　公　　告

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　一般競争入札について次のとおり公告します。

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　大気環境表示盤賃貸借及び保守

　⑵�　履行場所

　　　川崎市役所第三庁舎１階

　　　（川崎区東田町５番地４）� １台　　

　⑶�　履行期間
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　　　令和２年３月１日から令和７年２月28日まで

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「リース」に登載されている

こと。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　川崎市内又は隣接する都市に拠点を持ち、保守対

応等を迅速に実施できる体制を有すること。

　⑸�　過去５ヶ年に、本市又は他官公庁において同規模

の賃貸借契約の実績があること。

　⑹�　契約締結後、確実に納入することができること。

３�　競争入札参加申込書の配布、提出及び問合せ先

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0821

　　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　　川崎生命科学・環境研究センター３階

　　　川崎市環境局環境総合研究所

　　　地域環境・公害監視課　出口

　　　電　話　044－276－9096

　　　ＦＡＸ　044－288－3156

　　　E-mail　30sotii@city.kawasaki.jp

　⑵�　提出期間

　　ア�　配布・提出日

　　　�　令和元年９月25日（水）から令和元年10月１日

（火）まで（土、日曜日を除く）

　　イ�　配布・提出時間

　　　�　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５

時まで

　⑶�　提出書類

　　ア�　競争入札参加申込書

　　イ�　上記２⑸の内容を確認できる契約書等の写し

　　ウ�　納入予定物品の仕様を確認できるもの（カタロ

グ等の資料）

　⑷�　提出方法

　　　持参に限ります。

　　�　提出書類（競争入札参加申込書）及び仕様書は、

インターネットからダウンロードすることができま

す。（「入札情報かわさき」の「入札情報」の物品の

欄の「入札公表」の中にあります。）ダウンロード

ができない場合には、上記３⑵の期間に、３⑴の

場所で配布します。（「入札情報かわさき」http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

４�　競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　競争入札参加申込書を提出した者のうち参加資格が

あると認められた者には、平成31・32年度川崎市競争

入札参加資格審査申請書の委任先メールアドレスに令

和元年10月９日（水）までに送付します。委任先メー

ルアドレスを登録していない場合は、直接受取りに来

るようお願いします。

　⑴�　交付日

　　�　令和元年10月９日（水）午前９時から正午まで又

は午後１時から午後５時まで

　⑵�　場所

　　　上記３⑴に同じ。

５�　仕様・入札に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵�　問合せ期間

　　�　令和元年10月９日（水）から令和元年10月16日

（水）午後５時まで

　⑶�　問合せ方法

　　�　競争入札参加資格確認通知書に添付の「質問書」

の様式に必要事項を記入し、指定するＦＡＸ又は電

子メールアドレスあて送付してください。

　⑷�　回答方法

　　�　質問があった場合の回答は、令和元年10月18日

（金）までに、参加全者あてに、電子メール又はＦ

ＡＸにて送付します。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　競争入札参加資格があると認められた者が、次のい

ずれかに該当するときは、この入札に参加することが

できません。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの資格条件を満

たさなくなったとき。

　⑵�　競争入札参加申込書及び提出書類について虚偽の

記載をしたとき。

７�　入札手続等

　⑴�　入札方法等

　　�　税抜きの総額で行います。月額の賃貸借料（税抜

きで１円未満の端数を切り捨てた額）を60 ヵ月で

乗じる方法で見積もりしてください。その他事項に

ついては、川崎市競争入札参加者心得によります。

　　ア�　入札書の提出日時

　　　　令和元年10月28日（月）午後１時30分

　　イ�　入札書の提出場所

　　　　川崎市環境局環境総合研究所研修室

　　　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　　　川崎生命科学・環境研究センター３階

　⑵�　入札保証金
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　　　免除とします

　⑶�　開札の日時

　　　７⑴アに同じ

　⑷�　開札の場所

　　　７⑴イに同じ

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とします。ただし、

著しく低価格の場合は落札を保留し、調査を行うこ

とがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８�　契約手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約保証金

　　　免除

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

９�　その他

　⑴�　関連情報を入手するための窓口は３⑴に同じ。

　⑵�　当該契約は、翌年度以降における所要の予算金額

について減額又は削除があった場合は、この契約を

変更又は解除することができるものとします。

　　�　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その

損失の補償を川崎市に対して請求することができる

ものとし、補償額は協議して定めるものとします。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第154号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称及び数量

　⑴�　令和２年度　小型ごみ収集車（ハイブリッド）

　　　　　　　　　第１回� ４台　　

　⑵�　令和２年度　小型ごみ収集車（ハイブリッド）

　　　　　　　　　第２回� ５台　　

２�　契約に関する事務担当部局

　　財政局資産管理部契約課

　　川崎市川崎区宮本町１番地

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月27日

４�　落札者の氏名及び住所

　⑴�　神奈川特殊車輌　株式会社

　　　代表取締役　森川　友生男

　　　川崎市川崎区堀之内町13番16号

　⑵�　株式会社　モリタエコノス　神奈川支店

　　　支店長　高田　典尚

　　　横浜市鶴見区大黒町９番６号

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　⑴�　51,036,336円

　⑵�　63,555,420円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第155号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　川崎市立学校情報資産管理システム機器賃貸借契約

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　川崎市総合教育センター

　　川崎市高津区溝口６－９－３

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年８月19日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　日本教育情報機器　株式会社

　　代表取締役　山岸　勇一郎

　　東京都千代田区有楽町一丁目７番１号

　　有楽町電気ビル

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く）

　　16,608,000円

６�　契約の相手方を決定した手続き

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────
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川崎市公告（調達）第156号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　�　�校務支援システムにおけるクラウドサービス利用に

関する契約

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　川崎市総合教育センター

　　川崎市高津区溝口６－９－３

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年８月19日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　東日本電信電話　株式会社　神奈川事業部

　　神奈川事業部長　中西　裕信

　　横浜市中区山下町198番地

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く）

　　270,113,580円

６�　契約の相手方を決定した手続き

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第157号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　�2019年度川崎市立学校校務用コンピュータ機器賃貸

借契約

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　川崎市総合教育センター

　　川崎市高津区溝口６－９－３

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年８月19日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　日本教育情報機器　株式会社

　　代表取締役　山岸　勇一郎

　　東京都千代田区有楽町一丁目７番１号

　　有楽町電気ビル

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く）

　　288,948,000円

６�　契約の相手方を決定した手続き

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第158号

　公募型プロポーザルの実施について次のとおり公告し

ます。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　公募型プロポーザルに付する事項

　⑴�　件名

　　�　�堤根処理センター整備事業に関する環境影響評価

業務及び環境現況調査業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区宮本町１番地ほか

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和５年３月31日まで

　⑷�　募集手続き

　　　詳細は公募実施要領によります。

２�　参加資格

　　次に掲げる条件をすべて満たした者とします。

　⑴�　公告日より過去10年間において、官公庁が発注し

たごみ処理施設（200ｔ／日以上）に関する都道府

県及び政令市条例アセスによる環境影響評価業務を

元請として受託し、完了した実績を有すること。な

お、環境影響評価業務は、同一事業において、方法

書から評価書までを一連の業務として完了したもの

を実績とする。（環境影響評価が分割発注された場

合は、方法書から評価書までの業務を受託し、完了

していれば実績とする）

　⑵�　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更

生手続開始の申立がなされていない者、又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開

始の申立がなされていない者であること。

　⑶�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でないこと。

　⑷�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑸�　企画提案書評価委員会の審査日において、川崎市

業務委託有資格業者名簿の業種「12　建設コンサル

タント」種目「21　廃棄物部門」に登録されている

者であること。

　⑹�　団体又はその代表者が市民税、法人税、消費税及

び地方消費税を滞納していない者であること。

　⑺�　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することの
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ない者であること。

　⑻�　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例

第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反しな

い者であること。

３�　公募実施要領、仕様書、各種様式の配布

　�　公募実施要領、仕様書、各種様式については、次の

ホームページからダウンロードしてください。

　http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000110083.html

　�　（公表期間：令和元年９月25日（水）から令和元年

10月２日（水）正午まで）

４�　プロポーザル参加意向申出書の提出等

　�　このプロポーザルに参加を希望する者は、次により

プロポーザル参加意向申出書及び類似業務の契約実績

を証する書類を提出しなければなりません。提出方法

は、持参とします。

　⑴�　プロポーザル参加意向申出書

　　ア�　提出期間：�令和元年９月25日（水）から令和元

年10月２日（水）正午まで

　　　�（受付時間：�午前９時から午後５時まで　閉庁日

及び正午～午後１時を除く）

　　イ�　提出場所

　　　　川崎市環境局施設部施設建設課

　　　　（川崎市役所第３庁舎16階）

　⑵�　提案資格確認結果通知書の交付

　　�　プロポーザル参加意向申出書を提出した事業者に

は、当該業務委託の提案資格の有無について、提案

資格確認結果通知書を川崎市競争入札参加資格審査

申請時に登録している電子メールアドレスへ送付い

たします。

５�　企画提案書類の提出

　�　企画提案書類を次のとおり受け付けます。

　⑴�　受付期間：令和元年10月31日（木）正午まで

　　　�（受付時間：�午前９時から午後５時まで　閉庁日

及び正午～午後１時を除く）

　⑵�　提出場所

　　　川崎市環境局施設部施設建設課

　　　（川崎市役所第３庁舎16階）

　⑶�　提出方法：持参

６�　提案内容のヒアリング

　　提案内容のヒアリングを次のとおり実施します。

　⑴�　開催日：令和元年11月25日（月）［予定］

　⑵�　開催場所

　　　川崎市川崎区宮本町３番地３

　　　川崎市役所第４庁舎内会議室［予定］

　⑶�　内容

　　�　企画提案書等について40分程度のヒアリング（プ

レゼンテーション25分、質疑応答15分程度）を実施

いたします。

７�　各種書類提出先・問い合わせ先

　　担　当：川崎市環境局施設部施設建設課

　　　　　　岡村、漆舘

　　住　所：〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地

　　電　話：044－200－2554

　　ＦＡＸ：044－200－3923

　　メール：30siseke@city.kawasaki.jp

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第159号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　�川崎市福祉事業（障害・高齢・児童・医療）の帳票

印刷・封入封緘業務委託

２�　契約に関する事務担当部局

　　健康福祉局総務部企画課

　　川崎市川崎区宮本町１番地

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年８月５日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　株式会社　　東計電算

　　代表取締役　甲田　博康

　　川崎市中原区市ノ坪150番地

５�　契約金額

　　98,472,372円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年６月25日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第160号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名

　　　映像伝送システム改修業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７ほか

　⑶�　履行期限

　　　令和２年３月31日

　⑷�　調達概要

　　�　市役所第３庁舎から消防局総合庁舎まで、既存の

映像信号を無線回線で伝送し、消防局総合庁舎内で
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映像を視聴可能とするため、必要な機器調達、ネッ

トワーク構築、各種機器設定、試験調整作業を実施

するものです。

２�　一般競争入札参加資格

　�　入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて満た

さなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去５年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、映像設備に関する類似の契約を締結し、こ

れらをすべて誠実に履行していること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布及び提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により、一

般競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証

する書類（契約書、仕様書の写し等業務内容がわかる

もの）を提出しなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　（川崎市消防局総合庁舎７階）

　　　川崎市消防局警防部指令課

　　　電話　044－223－2640

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月25日から令和元年10月１日までの、

午前９時から午後５時

　　�（平日の正午～午後１時まで及び土曜日、日曜日を

除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　資料の縦覧

　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、質

問書様式が添付されている入札説明書は、３⑴の場所

において３⑵の期間、縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市ホームページ

の「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）において、本件の公表情報詳

細のページからダウンロードできます。

５�　確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により確認通知書を交付します。

　⑴�　交付日

　　　令和元年10月３日

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　交付場所

　　　３⑴に同じ。

６�　仕様に関する問い合わせ

　�　仕様に関する問い合わせは、次により質問書を提出

しなければなりません。

　⑴�　提出場所

　　�　３⑴の場所、又は電子メール（84sirei@city.

kawasaki.jp）にて提出。

　⑵�　受付期間

　　�　令和元年９月25日から10月７日までの、午前９時

から午後５時

　　�　（平日の正午～午後１時まで及び土曜日、日曜日

を除く。）

　　�　ただし、電子メールによる提出は受付期間終了ま

で24時間受け付けます。

　⑶�　回答日

　　�　令和元年10月９日に、本件の入札参加資格を有す

る全員に回答します。

７�　入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　「２　一般競争入札参加資格」の各号のいずれか

の条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札手続等

　⑴�　入札の方法

　　ア�　入札会場に入場しようとするときは、一般競争

入札参加資格確認通知書の提示を求めるので必ず

持参してください。

　　イ�　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその

代理人とします。ただし、代理人が入札及び開札

に立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の

立ち会いに関する権限の委譲を受けたことを証す

る委任状を入札前に提出してください。

　　ウ�　入札は所定の入札書をもって行い、入札書は入

札件名が記載された封筒に入れ持参してくださ

い。郵送は認めません。

　　エ�　入札金額は、消費税を含まない金額を記載して

ください。

　　オ�　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行いま

す。ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参

加者心得第７条の規定により無効とされた者及び

開札に立ち会わない者は除きます。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　令和元年10月11日　午前10時00分

　　イ�　場所　川崎市川崎区南町20番地７

　　　　　　　川崎市消防局総合庁舎７階　第２会議室
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　⑶�　入札保証金

　　　免除

　⑷�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は、無効とします。

９�　契約手続等

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除します。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　要

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、本市ホームページの「入札情

報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧することが

できます。

　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

10　その他

　⑴�　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　⑶�　公告に定めるものの他は、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定める

ところによります。

　⑷�　関連情報を入手するための照会窓口

　　　３⑴に同じ。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第161号

　　　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　令和元年度情報セキュリティ監査業務委託

　⑵�　履行場所

　　�　川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市役所内、その

他本市が指定する場所

　⑶�　履行期間

　　　契約締結日から令和２年２月28日（金）まで

　⑷�　委託概要

　　�　助言型の情報セキュリティ外部監査を実施するも

の。詳細は、３⑴の場所で提供する「委託仕様書」

によります。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件を全て

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書提出期限日にお

いて、平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業

種「電算関連業務」、種目「その他の電算関連業務」

に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去３年間に、本件と同程度の情報セキュリティ

監査業務の実施経験があり、誠実に履行した実績を

有し、かつ、本業務について確実に履行することが

できること。

　⑸�　経済産業省の情報セキュリティ監査企業台帳に登

録されていること。

　⑹�　ISO/IEC27001（JIS Q 27001）認証又はプライバ

シーマーク認証を取得していること。

　⑺�　３⑴の場所で提供する「委託仕様書」に定める監

査人要件を満たす者が監査を行うこと。

　⑻�　監査対象となる情報システムの企画、開発、運用、

保守等に関わっていないこと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書、入札説明書等の

交付、提出及び問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書及び上記２の⑷～⑺を証する

書類（写し可。なお、⑺を証する書類としては、情報

セキュリティ監査業務実施者（監査人）の取得資格及

び経験年数が分かるもの）を提出しなければなりませ

ん。

　�　また、一般競争入札参加資格確認申請書、入札説明

書等関係資料の交付及びその提出は、次のとおりとし

ます。

　⑴�　交付・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　川崎市役所第３庁舎９階ＩＣＴ推進課

　　　総務企画局情報管理部

　　　ＩＣＴ推進課情報セキュリティ・調整担当

　　　電　話　044－200－2924（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3752

　　　電子メール　17ictsui@city.kawasaki.jp

　⑵�　交付・提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）から10月２日（水）まで

とします（９時から正午まで及び13時から17時まで

（土日を除く。））。
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　⑶�　提出方法

　　�　持参又は郵送（いずれの場合も、令和元年10月２

日（水）17時までに、必要な書類全てが川崎市役所

総務企画局情報管理部ＩＣＴ推進課に確実に到着す

る必要があります。）

４�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　令和元年10月４日（金）13時から17時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールアドレスを登録している場合は、同日の

未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　「３⑴交付・提出場所及び問合せ先」と同じです。

５�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　「３⑴交付・提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑵�　問合せ受付期間

　　�　令和元年９月25日（水）から10月８日（火）まで

とします（９時から正午まで及び13時から17時まで

（土日を除く。））。

　⑶�　問合せ方法

　　�　問合せについては、入札説明書に添付の「質問書」

に必要事項を記載の上電子メール又は持参にて提出

してください。また、質問書を電子メールで提出し

た場合は、送信した旨を３⑴の担当まで御連絡くだ

さい。

　⑷�　回答

　　�　令和元年10月10日（木）までに、入札参加資格が

有ると認められる者に対し、電子メールで送付しま

す。なお、回答に当たっては、入札参加資格が有る

と認められる者からの質問全てを共有する形で対応

します。ただし、入札参加資格の無い者からの質問

には回答しません。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総額（税抜き）を入札金額として行い

ます。また、この金額には契約期間内のサービス

提供及びサービスの導入に際して必要となる各種

作業等に係る一切の費用を含め見積るものとしま

す。

　　イ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額にこの金額の100分の10に相当する額（消費税

額及び地方消費税額）を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は見積った契約金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載してく

ださい。

　⑵�　入札方法

　　�　入札は所定の入札書をもって行い、入札書に入札

件名を記載した封筒に封印して提出してください。

　⑶�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　令和元年10月16日（水）13時30分

　　イ�　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　川崎市役所第３庁舎９階開発室

　⑷�　入札書の提出方法

　　　持参

　⑸�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑹�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあります。

　⑺�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市において定める「川崎市競争入札参加者心得」

第７条に該当する入札は無効とします。

８�　開札に立ち会う者に関する事項

　�　開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人としま

す。ただし、代理人が立ち会う場合は、入札に関する

権限及び開札の立会いに関する委任をした書類を事前

に提出しなければなりません。また、開札には一般競

争入札参加資格確認通知書を必ず持参してください。

９�　再度入札の実施

　�　落札者がいない場合は、直ちに再度入札を行いま

す。ただし、その前回の入札が「川崎市競争入札参加

者心得」第７条の規定により無効とされた者及び開札

に立ち会わない者を除きます。

10　契約の手続等

　⑴�　契約保証金は次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　契約条項等の閲覧
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　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

の「ダウンロードコーナー」の「契約関係規定」で

閲覧できます。

11　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴交付・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第162号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名　�統計資料室保存資料に係る電子化業務

委託

　⑵�　履行場所　受注者作業場所

　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎

　　　　　　　　（川崎市川崎区東田町５－４）

　⑶�　履行期間　契約締結日から令和２年３月31日まで

　⑷�　委託概要　別紙仕様書のとおり

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則28号）第２

条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市「平成31・32年度業務委託有資格業者名

簿」の業種「電算関連業務」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止の措置を受けていないこと。

　⑷�　電子化の対象となる紙媒体の資料（１冊当たり約

1.5 ～３㎝の冊子、Ｂ４サイズ８冊）の受渡しに当

たって、来庁のうえ、手渡しにより貸与及び返却が

可能であること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　次により一般競争入札参加資格確認申請書を配付し

ます。この入札に参加を希望するものは、所定の一般

競争入札参加資格確認申請書を提出しなければなりま

せん。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　川崎市川崎区東田町５－４

　　　川崎市役所第３庁舎11階

　　　総務企画局情報管理部統計情報課　担当　西谷

　　　電話番号：044－200－2068

　　　ＦＡＸ：044－200－3799

　　　e-mail：17tokei@city.kawasaki.jp

　　　※�一般競争入札参加資格確認申請書については、

川崎市ホームページ「入札情報かわさき」より

ダウンロードできます。

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）から令和元年10月１日

（火）までとします。

　　�　（土日祝日を除く、午前８時30分から正午まで及

び午後１時から午後５時まで）

　⑶�　提出方法

　　　持参又は郵送

　　�　郵送により提出する場合は、期限までに到着する

ように注意し、書留又は配達証明郵便等、配達され

たことが確認できる手段を使用してください。

４�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出し、入札参

加資格があると認められた者には、次により一般競争

入札参加資格確認通知書を交付します。ただし、川崎

市「平成31・32年度業務委託有資格業者名簿」へ登録

した際に電子メールのアドレスを登録している場合に

は、電子メールにて配信されます。

　⑴�　場所

　　　３⑴に同じ

　⑵�　日時

　　　令和元年10月３日（木）

　　�　午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後

５時まで

５�　仕様書等の交付及び競争入札参加者に求められる義務

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、無償で仕様書及び入札説明書を配布しますので、

次の日時・場所のとおり来庁してください。

　⑴�　日時

　　�　令和元年９月25日（水）から令和元年10月８日

（火）（土日祝日を除く、午前８時30分から正午ま

で及び午後１時から午後５時まで）

　⑵�　場所

　　　３⑴に同じ

　⑶�　その他

　　�　入札説明書及び仕様書、電子化の対象となる資料

等は３⑴の場所において令和元年９月25日（水）か

ら令和元年10月８日（火）まで縦覧に供します。（土

日祝日を除く、毎日午前８時30分から正午まで及び

午後１時から午後５時まで）

６�　仕様に関する質問について

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴に同じ

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年10月３日（木）から令和元年10月８日

（火）までとします。（土日祝日を除く、午前８時
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30分から正午まで及び午後１時から午後５時まで）

　⑶�　質問方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により、３

⑴の問合せ先まで電子メールまたはＦＡＸにて送付

してください。また、それに加えて電話にて連絡し、

当該質問の要旨を説明してください。

　⑷�　質問に対する回答

　　�　質問受付日から令和元年10月９日（水）までに、

一般競争入札参加資格確認通知書の交付を受けた全

社に電子メールまたはＦＡＸにて送付します。

　　�　ただし、質問がなかった場合は特に連絡はいたし

ません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、競争入札参

加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に、「２　一般競争入札参加資格」の各号

のいずれかの条件を欠いたとき

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　委託業務の総額を入札金額として行います。た

だし、消費税等を含まない金額により入札するこ

ととします。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

は入札件名を記載した封筒に封印して提出してく

ださい。

　　ウ�　代理人が出席する場合、入札開始前に委任状を

提出してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　令和元年10月16日（水）　午後２時

　　イ�　場所　川崎市役所第３庁舎12階共用会議室

　⑶�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は調査を行うことがあります。

　⑸�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

９�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　契約書の作成の要否

　　�　必要とします。落札者は契約書２通を作成し、令

和元年10月23日（水）午後２時までに３⑴の場所に

持参又は郵送で提出してください。

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報」の「契約

関係規定」から閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑵�　入札説明書、川崎市契約条例、川崎市契約規則及

び川崎市競争入札参加者心得は３⑴の場所におい

て、一般競争入札参加資格確認申請書の配布期間中

に縦覧できます。

　⑶�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑷�　その他問合せ窓口は３⑴に同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第163号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者について

公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　ガスクロマトグラフ質量分析装置の賃貸借及び保守

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　環境局環境総合研究所環境リスク調査課

　　川崎市川崎区殿町３－25－13

　　川崎生命科学・環境研究センター３階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月23日

４�　落札者の氏名及び住所

　　日通商事株式会社横浜営業センター

　　所長　二見　政登

　　横浜市西区高島２丁目19番３号

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　　39,874,800円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────
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川崎市公告（調達）第164号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者について

公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　�　�ガスクロマトグラフ飛行時間質量分析装置の賃貸借

及び保守

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　環境局環境総合研究所環境リスク調査課

　　川崎市川崎区殿町３－25－13

　　川崎生命科学・環境研究センター３階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月23日

４�　落札者の氏名及び住所

　　オリックス・レンテック　株式会社

　　取締役社長　小原　真一

　　東京都品川区北品川５丁目５番15号

　　大崎ブライトコア

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　　57,750,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第165号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者について

公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　�パージ・トラップガスクロマトグラフ質量分析装置

の賃貸借及び保守

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　環境局環境総合研究所環境リスク調査課

　　川崎市川崎区殿町３－25－13

　　川崎生命科学・環境研究センター３階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月23日

４�　落札者の氏名及び住所

　　日立キャピタル　株式会社

　　神奈川法人支店　支店長　佐久間　英俊

　　横浜市西区高島１丁目１番２号

５�　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　　27,216,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第166号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　業務件名

　　�　総合教育センター空気調和機その他設備長寿命化

整備業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市高津区溝口６丁目９番３号

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　�　総合教育センターに設置されている空気調和機８

台の自動制御機器も含めた部品交換を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「空調・衛生設備保守点検」

に登載されていること。

　⑶�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿に、地域

区分「市内」で登録されていること。

　⑷�　官公需についての中小企業者の受注の確保に関す

る法律（昭和41年法律第97号）第２条第１項による

中小企業者であること。

　⑸�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑹�　過去５年間で、本市又は他官公庁において類似業

務の実績があり、かつ誠実に履行した実績を有する

こと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写しや工事実績一覧表等）を提出し

てください。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒213－0001
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　　　川崎市高津区溝口６－９－３

　　　教育委員会　総合教育センター総務室

　　　電　話　044－844－3600（直通）

　　　ＦＡＸ　044－844－3604

　　　E-mail　88csomu@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）から令和元年10月２日

（火）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除く。

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、３

⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市のホームペ

ージ「入札情報かわさき」において、本件の公表情

報詳細のページからダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格　確認通知書を交

付します。

　⑴�　日時

　　　令和元年10月７日（月）午後１時から午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年10月７日（月）から令和元年10月11日

（金）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　88csomu@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－844－3604

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月18日（金）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　令和元年10月25日（金）10時00分

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市高津区溝口６－９－３

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。
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　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

10　特定業務委託契約（公契約対象）

　�　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例

第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約に該

当します。特定業務委託契約においては、川崎市契約

条例第８条各号に掲げる事項を定めます。詳しくは、

川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市のホーム

ページ「入札情報かわさき」から「特定工事請負契約

及び特定業務委託契約の手引き」をご覧ください。

11　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」において、

本件の公表情報詳細のページからダウンロードでき

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第167号

　一般競争入札について、次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　件　　名　川崎市立学校遊具点検業務委託（南部）

２�　履行場所　川崎市立殿町小学校ほか58校

３�　履行期間　令和２年３月27日まで

４�　業務概要　�本業務は、川崎市立学校に設置された遊

具の劣化状況の点検及び（一社）日本公

園施設業協会が策定した「遊具の安全に

関する規準（JPFA-SP-F：2014）」等に基

づき安全点検業務を行うものである。

　　　　　　　※詳細は仕様書によります。

５�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「その他業務」に登載され

ていること。

　⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関

する法律」第２条第１項各号による中小企業者であ

ること。

　⑸�　（一社）日本公園施設業協会が認定した「公園施

設製品安全管理士」及び「公園施設製品整備技士」

の認定書の交付を受けている者を有すること。

６�　競争入札参加申込書等の提出方法・期間

　�　この入札に参加を希望する者は、提出された書類等

に関し、説明を求められたときはこれに応じなければ

なりません。

　⑴�　提出物

　　ア�　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ�　上記５⑸の資格証の写し及び直接雇用関係が確

認できる書類の写し

　　　※�　書類の提出に不備がある場合、入札参加資格

等の確認ができないため無効となる場合があり

ますのでご注意ください。

　⑵�　提出方法

　　�　提出方法の詳細については、川崎市ホームページ

「入札情報かわさき」の「入札公表詳細」をご覧く

ださい。

　　�　競争入札参加申込書等は、下記⑷の場所で配布し

ています。また、「入札公表詳細」からもダウンロ

ードすることができます。

　　�　なお、競争入札参加申込書等の郵送による提出は

認めません。

　⑶�　提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）～令和元年10月１日（火）

まで

　　　※�　ただし、土曜日及び日曜日を除く。９時から

17時まで（12時から13時の間は除く）

　⑷�　提出場所

　　　川崎市川崎区宮本町６番地　明治安田生命ビル５階

　　　教育委員会事務局　教育環境整備推進室

　　　管理担当　柴原

　　　電話　044－200－3270

７�　仕様書等の閲覧

　�　次により仕様書等を閲覧することができます。ま

た、見積用仕様書類については、８により取得して閲

覧することもできます。

　　見積用仕様書類

　⑴�　閲覧期間　６⑶と同じ

　⑵�　閲覧場所　６⑷と同じ



（第1,779号）令和元年(2019年)９月25日 川 崎 市 公 報

－2952－

８�　仕様書の取得

　�　本件の「見積用仕様書類」はインターネットからダ

ウンロードすることができます。川崎市ホームページ

「入札情報かわさき」の財政局の入札公表の「入札公

表詳細」からＰＤＦファイル「見積用仕様書類」をダ

ウンロードしてください。ダウンロードができない場

合、６⑶の期間に６⑷の場所で配布します。

９�　質問書の受付・回答

　⑴�　問合せ先

　　　６⑷に同じ

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年10月２日（水）から令和元年10月４日

（金）まで

　　�　９時から17時まで（12時から13時の間は除く）

　⑶�　質問書の様式

　　�　質問書は「入札公表詳細」からダウンロードして

ください。

　⑷�　質問受付方法

　　　電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　88seibi@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3679

　　　�　また、「質問書」送信後は、必ず６⑷の担当あ

て電話連絡をしてください。

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月７日（月）までに、全社へ文書（電

子メール）にて送付します。

　　�　なお、電子メールによりがたい場合には、ＦＡＸ

によります。

10　確認通知書の交付

　�　競争入札参加申込書等を提出した者には、平成31・

32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の「委託」

の委任先メールアドレスに、確認通知書を令和元年10

月２日（水）までに送付します。なお、当該委任先の

メールアドレスを登録していない者にはＦＡＸで送付

します。

11　競争入札参加資格の喪失

　�　競争入札参加資格があると認められた者が次のいず

れかに該当するときは、この入札に参加することがで

きません。

　⑴�　５に定める資格要件を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書その他の提出書

類に虚偽の記載をしたとき。

12　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時　令和元年10月11日（金）

　　　　　　　　　　　　10時00分

　⑶�　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第三庁舎

　　　　　　　　　　　　11階会議室

　⑷�　入札書の提出方法　持参

　　　　　　　　　　　　（持参以外は無効とします。）

　⑸�　入札保証金　　　　免除

13　落札者の決定及び参加資格の審査等

　⑴�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。ただし、その

者の入札価格が著しく低価格の場合は、調査を行う

場合があります。

　⑵�　入札の無効

　　�　５に示した競争入札参加資格のない者が行った入

札、川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

の場合は、これを無効とします。

14　契約手続等

　　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約書の作成　　　要

　⑵�　契約保証金　　　　否

　⑶�　前払金　　　　　　否

　⑷�　契約規則等の閲覧�　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は入札情報

かわさきの「契約関係規定」か

ら閲覧できます。

15　その他

　⑴�　事情により入札を取りやめる場合があります。

　⑵�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑶�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第168号

　一般競争入札について、次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　件　　名　川崎市立学校遊具点検業務委託（北部）

２�　履行場所　川崎市立坂戸小学校ほか57校

３�　履行期間　令和２年３月27日まで

４�　業務概要�　本業務は、川崎市立学校に設置された遊

具の劣化状況の点検及び（一社）日本公園

施設業協会が策定した「遊具の安全に関す

る規準（JPFA-SP-F：2014）」等に基づき安

全点検業務を行うものである。

　　　　　　※　詳細は仕様書によります。

５�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。
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　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「その他業務」に登載され

ていること。

　⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関

する法律」第２条第１項各号による中小企業者であ

ること。

　⑸�　（一社）日本公園施設業協会が認定した「公園施

設製品安全管理士」及び「公園施設製品整備技士」

の認定書の交付を受けている者を有すること。

６�　競争入札参加申込書等の提出方法・期間

　�　この入札に参加を希望する者は、提出された書類等

に関し、説明を求められたときはこれに応じなければ

なりません。

　⑴�　提出物

　　ア�　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ�　上記５⑸の資格証の写し及び直接雇用関係が確

認できる書類の写し

　　　※�　書類の提出に不備がある場合、入札参加資格

等の確認ができないため無効となる場合があり

ますのでご注意ください。

　⑵�　提出方法

　　�　提出方法の詳細については、川崎市ホームページ

「入札情報かわさき」の「入札公表詳細」をご覧く

ださい。

　　�　競争入札参加申込書等は、下記⑷の場所で配布し

ています。また、「入札公表詳細」からもダウンロ

ードすることができます。

　　�　なお、競争入札参加申込書等の郵送による提出は

認めません。

　⑶�　提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）～令和元年10月１日（火）

まで

　　　※�　ただし、土曜日及び日曜日を除く。９時から

17時まで（12時から13時の間は除く）

　⑷�　提出場所

　　　川崎市川崎区宮本町６番地　明治安田生命ビル５階

　　　教育委員会事務局　教育環境整備推進室

　　　管理担当　柴原

　　　電話　044－200－3270

７�　仕様書等の閲覧

　�　次により仕様書等を閲覧することができます。ま

た、見積用仕様書類については、８により取得して閲

覧することもできます。

　　見積用仕様書類

　⑴�　閲覧期間　６⑶と同じ

　⑵�　閲覧場所　６⑷と同じ

８�　仕様書の取得

　�　本件の「見積用仕様書類」はインターネットからダ

ウンロードすることができます。川崎市ホームページ

「入札情報かわさき」の財政局の入札公表の「入札公

表詳細」からＰＤＦファイル「見積用仕様書類」をダ

ウンロードしてください。ダウンロードができない場

合、６⑶の期間に６⑷の場所で配布します。

９�　質問書の受付・回答

　⑴�　問合せ先

　　　６⑷に同じ

　⑵�　質問受付期間

　　�　令和元年10月２日（水）から令和元年10月４日

（金）まで

　　　９時から17時まで（12時から13時の間は除く）

　⑶�　質問書の様式

　　�　質問書は「入札公表詳細」からダウンロードして

ください。

　⑷�　質問受付方法

　　　電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　88seibi@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3679

　　　�　また、「質問書」送信後は、必ず６⑷の担当あ

て電話連絡をしてください。

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月７日（月）までに、全社へ文書（電

子メール）にて送付します。

　　�　なお、電子メールによりがたい場合には、ＦＡＸ

によります。

10　確認通知書の交付

　�　競争入札参加申込書等を提出した者には、平成31・

32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の「委託」

の委任先メールアドレスに、確認通知書を令和元年10

月２日（水）までに送付します。なお、当該委任先の

メールアドレスを登録していない者にはＦＡＸで送付

します。

11　競争入札参加資格の喪失

　�　競争入札参加資格があると認められた者が次のいず

れかに該当するときは、この入札に参加することがで

きません。

　⑴�　５に定める資格要件を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書その他の提出書

類に虚偽の記載をしたとき。

12　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時　令和元年10月11日（金）
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　　　　　　　　　　　　10時00分

　⑶�　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第三庁舎

　　　　　　　　　　　　11階会議室

　⑷�　入札書の提出方法　持参

　　　　　　　　　　　　（持参以外は無効とします。）

　⑸�　入札保証金　　　　免除

13　落札者の決定及び参加資格の審査等

　⑴�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。ただし、その

者の入札価格が著しく低価格の場合は、調査を行う

場合があります。

　⑵�　入札の無効

　　�　５に示した競争入札参加資格のない者が行った入

札、川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

の場合は、これを無効とします。

14　契約手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約書の作成　　　要

　⑵�　契約保証金　　　　否

　⑶�　前払金　　　　　　否

　⑷�　契約規則等の閲覧�　崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は入札情報か

わさきの「契約関係規定」から

閲覧できます。

15　その他

　⑴�　事情により入札を取りやめる場合があります。

　⑵�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑶�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第169号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　業務件名

　　　�多摩区総合庁舎受変電設備（その２）長寿命化整

備業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市多摩区登戸1775番地１

　⑶�　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日まで

　⑷�　業務概要

　　　�多摩区総合庁舎に設置されている高圧受変電設備

の真空遮断器13台の交換を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「電気機械設備保守点検」に

登載されていること。

　⑶�　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿に、地域

区分「市内」で登録されていること。

　⑷�　官公需についての中小企業者の受注の確保に関す

る法律（昭和41年法律第97号）第２条第１項による

中小企業者であること。

　⑸�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑹�　過去５年間で、本市又は他官公庁において類似業

務の実績があり、かつ誠実に履行した実績を有する

こと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写しや工事実績一覧表等）を提出し

てください。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒214－8570　川崎市多摩区登戸1775番地１

　　　多摩区役所まちづくり推進部総務課

　　　電　話　　　044－935－3125（直通）

　　　ＦＡＸ　　　044－935－3391

　　　電子メール　71soumu@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　令和元年９月25日（水）から令和元年９月30日

（月）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。（ただし、土曜日、日曜日、

祝日等の本市閉庁日を除く）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、３

⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市のホームペ

ージ「入札情報かわさき」において、本件の公表情
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報詳細のページからダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格　確認通知書を交

付します。

　⑴�　日時

　　　令和元年10月２日（水）午後１時から午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵�　質問受付期間　

　　�　令和元年10月２日（水）から令和元年10月４日

（金）までの午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までとします。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　71soumu@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－935－3391

　⑸�　回答方法

　　�　令和元年10月８日（火）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　令和元年10月15日（火）午前10時00分

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市多摩区登戸1775番地１

　　　　多摩区総合庁舎11階1103会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

10　特定業務委託契約（公契約対象）

　�　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例

第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約に該

当します。特定業務委託契約においては、川崎市契約

条例第８条各号に掲げる事項を定めます。詳しくは、

川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市のホーム

ページ「入札情報かわさき」から「特定工事請負契約

及び特定業務委託契約の手引き」をご覧ください。

11　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。
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　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」において、

本件の公表情報詳細のページからダウンロードでき

ます。

税 公 告

川崎市税公告第77号

　給与所得等に係る市民税・県民税特別徴収税額の決

定・変更通知書（特別徴収義務者用）を別紙記載の者に

送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事

業所が不明のため送達することができないので、地方税

法（昭和25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税

条例（昭和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年８月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第78号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第79号

　次の市税に係る納期限変更告知書を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、地方税法

（昭和25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税条

例（昭和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により公

告します。

　なお、当該書類は、送達を受けるべき者の申出により

交付します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

年　度 税　目 期　別
この公告による

変更する納期限

件数

・

備考

平成

31年度

市民税・県民税

（普通徴収）

第３期分

第４期分
令和元年９月11日

計１

件

平成

31年度

固定資産税

都市計画税

（土地・家屋）

第３期分

第４期分
令和元年９月11日

計１

件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第80号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月６日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第81号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第82号

　差押解除通知書を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月11日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）
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訓 令

川崎市訓令第２号

� こども未来局　　

　川崎市職員の勤務時間等に関する規程及び川崎市職員

出勤記録整理規程の一部を改正する訓令を次のように定

める。

　　令和元年９月13日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　川崎市職員の勤務時間等に関する規程及び

　　　川崎市職員出勤記録整理規程の一部を改正

　　　する訓令

　　　（川崎市職員の勤務時間等に関する規程の

　　　一部改正）

第�１条　川崎市職員の勤務時間等に関する規程（昭和35

年川崎市訓令第４号）の一部を次のように改正する。

　�　別表こども未来局の部運営管理課の款の次に次のよ

うに加える。

　（川崎市職員出勤記録整理規程の一部改正）

第２条　川崎市職員出勤記録整理規程（昭和35年川崎市

訓令第５号）の一部を次のように改正する。

　別表こども未来局の項中

「

保育園 園長

� 」

を

「

保育園（川崎市事業所事務分掌規則（昭和51

年川崎市規則第39号）別表第１に規定する第

３類の保育園に限る。）

保育・子育て総合支援センター

園長所長

� 」

に改める。

　　　附　則

　この訓令は、令和元年９月17日から施行する。

上 下 水 道 局 規 程

川崎市上下水道局規程第３号

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程の一部

を改正する規程を次のように定める。

　　令和元年９月13日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　規程の一部を改正する規程

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）の一部を次のように改正

する。

　第３条第３項第１号中「オ」を「カ」に改める。

　第４条第３号アを次のように改める。

　ア�　精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適

正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者

　第４条第３号オ中「エ」を「オ」に改め、同号オを同

号カとし、同号イからエまでを同号ウからオまでとし、

同号アの次に次のように加える。

子
育
て
推
進
部

保
育
・
子
育
て
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー

保育園に勤務する職員（園長、一時

預かり事業の業務に従事する職員、

栄養士、調理業務に従事する職員

及び用務に従事する職員を除く。）

38時間45分

（所長）

１　日勤

８：30 ～ 17：15

２�　変則勤務

　⑴�　７：20 ～ 16：05

　⑵�　７：30 ～ 16：15

　⑶�　８：00 ～ 16：45

　⑷�　８：45 ～ 17：30

　⑸�　９：15 ～ 18：00

　⑹�　９：45 ～ 18：30

　⑺�　10：15 ～ 19：00

　⑻�　10：25 ～ 19：10

勤務時間の

途中において１時間

日曜日及び

４週間を通じ４日

保育園に勤務する職員（園長、栄

養士、調理業務に従事する職員及

び用務に従事する職員

に限る。）

38時間45分

（所長）

８：30 ～ 17：15 勤務時間の

途中において１時間

日曜日及び

４週間を通じ４日

保育園に勤務する職員（一時預かり

事業の業務に従事する職員に限る。）

38時間45分

（所長）

８：30 ～ 17：15 勤務時間の

途中において１時間

日曜日及び土曜日
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　イ�　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

　　　第５条第２項第２号中「オ」を「カ」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和元年９月14日から施行する。

上 下 水 道 局 告 示

川崎市上下水道局告示第17号

　　　川崎市排水設備指定工事店の指定について

川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平成

22年川崎市水道局規程第64号）第５条の規定に基づき、

川崎市排水設備指定工事店として指定したので、同規程

第12条第１号の規定により告示します。

　　令和元年９月３日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　指定有効期間

　　令和元年10月１日から

　　令和６年７月31日まで

２�　指定工事店

　　指 定 番 号　1101

　　商号又は名称　山田設備工業所

　　営業所所在地　相模原市南区相南１丁目２番60号

　　代表者氏名　山田　賢太郎

　　指 定 番 号　1102

　　商号又は名称　嘉貴工業株式会社

　　営業所所在地　�神奈川県座間市ひばりが丘３丁目52

番７号

　　代表者氏名　𠮷川　康志

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第18号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第４条の規定に基づき、

川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者として次の者

を指定したので、同規程第８条第１号の規定により告示

します。

　　令和元年９月11日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

　　指 定 番 号　第1689号

　　氏名又は名称　株式会社真和建設

　　住　　　　所　川崎市多摩区菅仙谷１丁目６番２号

　　代表者氏名　田宮　真志

　　指定年月日　令和元年９月11日

上 下 水 道 局 公 告

川崎市上下水道局公告第34号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月３日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度　水道管路付属設備保守点検業務委託

履行場所 川崎市内及び水道施設管理箇所一円

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「その他の施設維

持管理」に登載されていること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和元年９月26日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効

この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

・�本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。
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そ　の　他

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度中部下水管内管きょ清掃委託その２

履行場所 川崎市中原区、高津区地内他

履行期限 契約の日から令和２年３月27日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されている者。

⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑸�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「屋外清掃」、種目「下水道清掃」に登載

されている者。

⑹�　川崎市産業廃棄物収集運搬業又は神奈川県産業廃棄物収集運搬業の許可証（産業廃棄物の種類

に汚泥が含まれていること。）を受けていること。

⑺�　バキューム車（揚泥車、強力吸引車、特殊強力吸引車等）を保有または調達することが可能な者。

⑻�　管きょ清掃の作業にあたって、以下の者を専任で配置できること。

　ア�　産業洗浄技能士（高圧洗浄作業）の技能検定合格者

　イ�　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任技能講習修了者

　　　なお、上記アとイは兼任できるものとします。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和元年10月１日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市上下水道局公告第35号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月３日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 宿河原３丁目300mm－75mm配水管布設替工事

履行場所
自：多摩区宿河原３－２－19先

至：多摩区宿河原３－20－１先　ほか２件

履行期限 契約の日から325日間

参 加 資 格

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合

を上回らなければいけません。

　⑴�　全ての構成員に必要な条件

　　ア�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　　イ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　　ウ�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　　エ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　　オ�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中

小企業者であること。

　　カ�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　　キ�　本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　⑵�　共同企業体の代表者に必要な条件

　　ア�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ラン

ク「Ａ」で登録されていること。

　　イ�　水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　　ウ�　監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　⑶�　共同企業体の構成員２に必要な条件

　　ア�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ラン

ク「Ａ」又は「Ｂ」で登録されていること。

　　イ�　水道施設工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　　ウ�　主任技術者（業種「水道施設」）を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月９日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市上下水道局総合評価一般競争入札要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用

します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札（特別簡易型）のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 大師河原ポンプ場改築土木その１工事

履行場所 川崎市川崎区小島町10－１

履行期限 契約の日から令和３年８月31日まで

参 加 資 格

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体でなければなりません。

ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合を

上回らなければいけません。

　⑴�　全ての構成員に必要な条件

　　ア�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　　イ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　　ウ�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　　エ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　　オ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録されて

いること。

　　カ�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中

小企業者であること。

　　キ�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　　ク�　本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　⑵�　共同企業体の代表者に必要な条件

　　ア�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　　イ�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　⑶�　共同企業体の構成員２に必要な条件

　　ア�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　　イ�　主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月９日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市上下水道局総合評価一般競争入札要綱に規定する総合評価落札方式の簡易型を適用しま

す。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札（簡易型）のお知らせ」

に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札手続等」

を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落札者の決

定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算点を得た

評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 戸手その２・４号下水幹線工事

履行場所 川崎市幸区戸手本町１丁目、紺屋町地内ほか

履行期限 契約の日から475日間

参 加 資 格

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合

を上回らなければいけません。

　⑴�　全ての構成員に必要な条件

　　ア�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　　イ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　　ウ�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　　エ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　　オ�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」ランク「Ａ」で登録

されている者。

　　カ�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中

小企業者であること。

　　キ　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　　ク�　本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　⑵�　共同企業体の代表者に必要な条件

　　ア�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

　　イ�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　⑶�　共同企業体の構成員２に必要な条件

　　ア�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　　イ�　主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月９日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市上下水道局総合評価一般競争入札要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用

します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札（特別簡易型）のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 江川ポンプ場建設機械その９工事

履行場所 川崎市中原区井田１－35－１

履行期限 契約の日から令和３年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」で登録されていること。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可

能である場合は、本工事のみの専任配置を求めません。

　�　なお、契約後は建設業法に抵触しない範囲で、工事担当局と協議の上、技術者を変更すること

ができます。変更後の技術者は、「総合評価落札方式技術評価項目配点表」における評価項目の「配

置予定技術者の同種工事の施工経験」において、当初配置する技術者と同等以上の評価を有する

ことが必要です。

⑻�　計画雨水量3.5㎥／秒以上の下水道施設における、スクリーン設備の製作及び据付工事の完工実

績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること（修理及び整備工事は除く。）。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月９日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴�　川崎市上下水道局総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を

適用します。

⑵�　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札（特別簡易型）のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 第１配水工事事務所　事務所棟及び倉庫棟屋上防水改修工事

履行場所 川崎市中原区上平間1183（第１配水工事事務所内）

履行期限 契約の日から150日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。
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参 加 資 格

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「防水」種目「その他の防水」で登録さ

れていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　防水工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「防水」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和元年９月25日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 第１配水工事事務所ほか３施設　囲障改修工事

履行場所 川崎市中原区上平間1183番地ほか３施設

履行期限 契約の日から令和２年７月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「とび・土工」種目「その他のとび」で

登録されていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　とび・土工工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「とび・土工」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和元年９月25日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市上下水道局公告第36号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度等々力水処理センターほか消防用設備保守点検業務委託

履行場所 川崎市中原区宮内３－22－１ほか

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されていること。

⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項各号による中小企業

者であること。

⑸�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「消火設備保守点

検」に登載されていること。

⑹�　平成16年４月１日以降に国または地方公共団体等が発注した消防用設備に関する保守点検業務

委託の元請履行完了実績を有すること。

⑺�　平成16年消防庁告示第10号に従い、施設に設備されている消防用設備の種別に対応した消防設

備士免状を保有する者が業務にあたること。また、当該消防設備士との雇用関係を証明できる書

類を提出すること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和元年10月３日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度加瀬水処理センターほか消防用設備保守点検業務委託

履行場所 川崎市幸区南加瀬４－40－22ほか

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されていること。

⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項各号による中小企業

者であること。

⑸�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「消火設備保守点

検」に登載されていること。

⑹�　平成16年４月１日以降に国または地方公共団体等が発注した消防用設備に関する保守点検業務

委託の元請履行完了実績を有すること。

⑺�　平成16年消防庁告示第10号に従い、施設に設備されている消防用設備の種別に対応した消防設

備士免状を保有する者が業務にあたること。また、当該消防設備士との雇用関係を証明できる書

類を提出すること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097
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入札日時等 令和元年10月３日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度　流量計保守点検委託

履行場所 川崎市宮前区土橋３－１－１（鷺沼配水所内）ほか

履行期限 契約の日から令和２年３月17日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設備

保守点検」に登載されていること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和元年10月３日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度江川雨水貯留管ほか清掃委託

履行場所 川崎市中原区井田１－35－１ほか

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されている者。

⑷�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項各号による中小企業

者であること。

⑸�　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「屋外清掃」、種目「下水道清掃」に登載

されている者。

⑹�　川崎市産業廃棄物収集運搬業又は神奈川県産業廃棄物収集運搬業の許可（産業廃棄物の種類に

汚泥が含まれていること。）を受けていること。

⑺�　バキューム車（揚泥車、強力吸引車、特殊強力吸引車等）を保有または調達することが可能で

あること。

⑻�　以下の者を専任で配置できること。

　ア�　産業洗浄技能士（高圧洗浄作業）の技能検定合格者

　イ�　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者

　　　なお、上記アとイは兼任できるものとします。
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契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和元年10月３日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生・等々力下水圧送管その18工事

履行場所 川崎市麻生区王禅寺東３丁目地内

履行期限 契約の日から290日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ａ」で登録されていること。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が40点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月７日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

川崎市上下水道局公告第37号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　
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入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度北部下水管内取付管布設第２号工事

履行場所 川崎市麻生区、多摩区地内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月７日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度南部下水管内取付管布設第２号工事

履行場所 川崎市川崎区、幸区地内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。

⑹�　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月２日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 小島町地区ほか下水枝線第217号工事

履行場所 川崎区小島町、江川１丁目地内ほか

履行期限 契約の日から110日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」ランク「Ｂ」で登録され

ていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。
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参 加 資 格

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和元年10月２日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 水道水質課　水質自動測定装置補器類設置工事

履行場所 麻生区白鳥４－15－21先（白鳥諏訪公園内）他３件

履行期限 契約の日から130日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｃ」で登録されていること。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「管」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月２日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 生田浄水場　工水菅２・３号さく井電気設備更新工事

履行場所 川崎市多摩区菅４丁目４番１号ほか１箇所

履行期限 契約の日から令和３年３月17日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。
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参 加 資 格

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」種目「その他の電気設備」ラン

ク「Ａ」で登録されていること。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の請

負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要しま

せん。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場

合は専任を要しません。

⑻�　水道施設又は工業用水道施設工事において、受電電圧６ｋＶ以上かつ受電容量150kVA以上の受

変電設備の製作及び据付工事の完工実績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること（修

理及び整備工事は除く。）。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和元年10月７日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

上 下 水 道 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市上下水道局公告（調達）第９号

　　　落札者等の公示

　川崎市上下水道局物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規程第11条の規定に基づき、次のとおり落札

者等について公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　調達の名称

　　令和元年度　�下水汚泥焼却灰等運搬処分業務その２

委託（単価契約）

２�　契約事務担当課の名称及び所在地

　　財政局資産管理部契約課

　　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年７月30日

４�　落札者の氏名及び住所

　　ジャパンクリーン共同企業体

　　代表取締役　杉澤　養康

　　宮城県仙台市青葉区中央三丁目２番１号５

５�　落札金額

　　89,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年５月27日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局公告（調達）第10号

　　　落札者等の公示

　川崎市上下水道局物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規程第11条の規定に基づき、次のとおり落札

者等について公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　調達の名称及び数量

　　ノート型パーソナルコンピュータ480台賃貸借一式

２�　契約事務担当課の名称及び所在地
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　　財政局資産管理部契約課

　　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階

３�　落札者を決定した日

　　令和元年８月26日

４�　落札者の氏名及び住所

　　ＩＢＪＬ東芝リース　株式会社

　　代表取締役　吉田　亨

　　東京都港区虎ノ門一丁目２番６号

５�　落札金額

　　76,374,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

交 通 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市交通局公告（調達）第６号

　　　落札者等の公示

　川崎市交通局物品等又は特定役務の調達手続の特例を

定める規程第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等

について公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市交通事業管理者　　　　

� 交通局長　邉　見　洋　之　　

１�　調達の名称

　　大型ノンステップバス

　　（ディーゼル・10.5ｍクラス）22両

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　交通局企画管理部経理課

　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　（川崎御幸ビル９階）

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年９月３日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　神奈川三菱ふそう自動車販売　株式会社

　　特販部長　渡部　栄

　　横浜市鶴見区安善町二丁目１番地７

５�　契約金額

　　587,334,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

　　　───────────────────

川崎市交通局公告（調達）第７号

　　　落札者等の公示

　川崎市交通局物品等又は特定役務の調達手続の特例を

定める規程第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等

について公示します。

　　令和元年９月25日

� 川崎市交通事業管理者　　　　

� 交通局長　邉　見　洋　之　　

１�　調達の名称

　　大型ハイブリッド・ノンステップバス

　　（ディーゼル電気式・10.5ｍクラス）� ２両　　

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　交通局企画管理部経理課

　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　（川崎御幸ビル９階）

３�　契約の相手方を決定した日

　　令和元年９月３日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　横浜日野自動車株式会社川崎支店

　　支店長　長谷川　学

　　川崎市川崎区四谷下町25番地６

５�　契約金額

　　62,876,000円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　令和元年７月10日

病 院 局 公 告

川崎市病院局公告第23号

　　　入　　札　　公　　告

　工事請負契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年９月４日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　総則

　⑴�　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　　�川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（以下

「建築契約係」といいます。）

　　　�川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13

階　電話044‐200‐2100

　⑵�　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程は、建築契約係の窓口で縦覧できるほか、インタ
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ーネットにおいて、病院局入札情報のページで閲覧

することができます。

　　�（http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

　⑶�　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、閉庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷�　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア�　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に建築契約係窓口で受付けます。

　　イ�　競争参加者は、別紙の案件ごとに定められた競

争参加資格のほか、次の全ての条件を満たす必要

があります。

　　（ア�）川崎市病院局契約規程第２条の規定に該当し

ないこと。

　　（イ�）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ�）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ�）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ�　競争参加資格があると認めた者には、別紙の案

件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交付し

ます。競争参加資格があると認め難い者には、別

途お知らせします。

　　エ�　競争参加資格があると認めた者が、競争参加申

込書及び本書に定めるその他の提出書類について

虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参加す

ることはできません。

　⑸�　入札及び開札について

　　ア�　本案件は郵便入札にて執行します。入札方法の

詳細については別に定めるところによります。ま

た、開札は別紙の案件ごとに定める日時におい

て、次の場所で執行します。

　　　　川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係

　　　　（川崎市川崎区宮本町１番地）

　　イ�　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　�　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を提出しなければなりません。

　　ウ�　入札保証金は免除します。

　　エ�　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　�　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、翌日に再度入

札を行います。その際は、対象者に別途連絡しま

す。

　　オ�　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑹�　契約の締結について

　　�　契約書の作成を必要とします。詳細については、

各案件の「一般競争入札のお知らせ」を御覧くださ

い。
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（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件 名 川崎病院病棟浴室改修工事

履行場所 川崎市川崎区新川通12番１号

履行期間 契約の日から令和２年３月16日まで

競 争 参 加 資 格

⑴�　川崎市病院局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されて

いる者。

⑸�　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に「建築」種目「一般建築」ラン

ク「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号

による中小企業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

申 込 締 切 日 令和元年９月10日（火）まで受付けます。

予 定 価 格 公表しません。

入 札 保 証 金 免除とします。

最 低 制 限 価 格 設定します。

郵 便 入 札 締 切 日 令和元年９月30日（月）必着

開 札 日 令和元年10月２日（水）午前10時00分

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市病院局公告第24号

　　　入　　札　　公　　告

　物品調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　総則

　⑴�　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　�　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵�　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに物品調達に関する仕様書は、病院局契約担

当の窓口で縦覧できるほか、インターネットにおい

て、病院局入札情報のページで閲覧することができ

ます。

　　�（http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

　⑶�　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷�　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア�　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受け付けます。

　　イ�　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

川崎市製造の請負、物件の買入れ等有資格業者名

簿」をいいます。競争参加者は、別紙の案件ごと

に定められた競争参加資格のほか、次の全ての条

件を満たす必要があります。

　　（ア�）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ�）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ�）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ�）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ�　競争参加資格があると認められた者には、別紙
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の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ�　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸�　仕様等に関する問合せの方法について

　　�　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受け付

けます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口

に回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入

札情報のページにも掲載を行います。

　⑹�　入札及び開札について

　　ア�　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　�　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ�　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　�　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ�　入札保証金は免除します。

　　エ�　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　�　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ�　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺�　契約の締結について

　　�　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア�　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ�　契約書の作成を必要とします。

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院で使用するハイビジョン対応耳鼻咽喉内視鏡ビデオシステムの調達

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 契約締結日から令和２年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし

競争参加の申込 令和元年９月10日から令和元年９月17日まで受付けます。

現 場 説 明 会 実施しません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和元年９月25日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市病院局公告第25号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年９月10日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　総則

　⑴�　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　�　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　�　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵�　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに調達に関する仕様書は、病院局契約担当の

窓口で縦覧できるほか、インターネットにおいて、

病院局入札情報のページで閲覧することができます。

　　�（http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

　⑶�　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷�　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア�　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受付けます。

　　イ�　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

業務委託有資格業者名簿」をいいます。競争参加

者は、別紙の案件ごとに定められた競争参加資格

のほか、次の全ての条件を満たす必要があります。

　　（ア�）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ�）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ�）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ�）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ�　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ�　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸�　仕様等に関する問合せの方法について

　　�　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受付け

ます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口に

回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入札

情報のページにも掲載を行います。

　⑹�　入札及び開札について

　　ア�　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　�　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ�　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　�　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ�　入札保証金は免除します。

　　エ�　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　�　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ�　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺�　契約の締結について

　　�　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア�　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ�　契約書の作成を必要とします。
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（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院ケアセンター火災報知その他設備改修設計業務委託

履行場所 川崎市中原区井田２－27－１（川崎市立井田病院）

履行期限 契約締結日から令和２年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業種「設備設計」

種目「－」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 令和元年９月10日から令和元年９月18日まで受付けます。

現 場 説 明 会 実施しません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和元年９月25日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定します。

消 防 局 公 告

川崎市消防局公告第６号

　　　サイレンの吹鳴について

　消防法（昭和23年法律第186号）第26条第３項の規定

により消防訓練に伴うサイレンの吹鳴を、次のとおり公

告します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

訓

練

日 時
令和元年９月８日（日）

11時20分～ 11時30分

場 所
幸区河原町１　河原町グラウンド

（河原町小学校跡地）

消防隊数 消防隊等１隊� 計１隊

選 挙 管 理 委 員 会 告 示

川崎市選挙管理委員会告示第４号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）及び市町村の合併

の特例に関する法律（平成16年法律第59号）の規定によ

る各種請求並びに地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和31年法律第162号）の規定による委員の解職

請求をするに必要な選挙権を有する者の数は、次のとお

りです。

　　令和元年９月３日

� 川崎市選挙管理委員会　　　

� 委員長　野　口　邦　彦　　

１�　地方自治法第74条第１項（条例の制定又は改廃の請

求）及び同法第75条第１項（市の事務の監査の請求）

並びに市町村の合併の特例に関する法律第４条第１項

（合併協議会設置の請求）及び同法第５条第１項（同

一請求関係市町村の長に対する合併協議会設置の請求）

に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数

� 24,934人　　　　

２�　地方自治法第76条第１項（議会の解散の請求）、同

法第81条第１項（市長の解職の請求）及び同法第86条

第１項（副市長、市の選挙管理委員又は監査委員の解

職の請求）並びに地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第８条第１項（教育委員会の委員の解職の請

求）に規定する選挙権を有する者の総数の80万を超え

る数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗

じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算

して得た数

� 255,832人　　　　

３�　地方自治法第80条第１項（議会の議員の解職の請

求）及び同法第86条第１項（区の選挙管理委員の解職

の請求）に規定する選挙権を有する者の総数の３分の

１の数

� 川崎区　　63,185人　　　　

� 幸　区　　46,362人　　　　

� 中原区　　70,888人　　　　

� 高津区　　63,180人　　　　

� 宮前区　　63,414人　　　　

� 多摩区　　59,553人　　　　

� 麻生区　　48,971人　　　　

４�　市町村の合併の特例に関する法律第４条第11項（合

併請求市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設

置協議の投票の請求）及び同法第５条第15項（合併協
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議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会に対する合

併協議会設置協議の投票の請求）に規定する選挙権を

有する者の総数の６分の１の数

� 207,776人　　　　

人 事 委 員 会 規 則

　川崎市職員の管理職手当に関する規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。

　　令和元年９月13日

� 川崎市人事委員会　　

� 委員長　魚　津　利　興　　

川崎市人事委員会規則第１号

　　　川崎市職員の管理職手当に関する規則の一

　　　部を改正する規則

　川崎市職員の管理職手当に関する規則（平成15年川崎

市人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　別表第１中

「

課長（庶務課長及び企画課長を除く。）

こども家庭センター所長

� 」

を

「

課長（庶務課長及び企画課長を除く。）

保育・子育て総合支援センター所長

こども家庭センター所長

� 」

に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和元年９月17日から施行する。

農 業 委 員 会 告 示

川農委告示第５号

　第27回川崎市農業委員会総会を次のとおり招集します。

　　令和元年９月３日

� 川崎市農業委員会　　　　

� 会長　長　瀬　和　德　　

１�　日　時

　　令和元年９月10日（火）　午後２時00分～

２�　場　所

　　セレサ川崎農業協同組合梶ヶ谷ビル３階　第３会議室

　　（川崎市高津区梶ヶ谷２－１－７）

３�　議　題

　⑴�　議案第１号　�相続税の納税猶予適格者証明（新

規）について

　⑵�　報告第１号　�農地の転用届出に関する事務局長の

専決処分について

　⑶�　報告第２号　�相続税の納税猶予適格者証明（継

続）について

　⑷�　報告第３号　�生産緑地の農業の主たる従事者証明

について

　⑸�　報告第４号　�令和２年度川崎市農地等の最適化の

推進に関する意見・川崎市農業施策

に関する要望について

　⑹�　その他

川 崎 区 公 告

川崎市川崎区公告第40号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、国民健康保険法（昭和33年

法律第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第41号

　納入通知書を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができないので、介護保険法（平成９年12月17日

法律第123号）第143条で準用する地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　
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年　度 科　目 期　別
この公示により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度
介護保険料

特１期

以降
３件

平成

31年度
介護保険料

特２期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

特４期

以降
５件

平成

31年度
介護保険料

第１期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

第２期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

第３期

以降
３件

平成

31年度
介護保険料

第４期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

第５期

以降

令和元年９月30日

（第５期分）
23件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第42号

次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者に

送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事

業所が不明のため送達することができないので、国民健

康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交付

します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市川崎区長　水谷　吉孝

年　度 科　目 期　別
この公示により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和元年９月30日

（１期分～３期分）
１件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期以降 １件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降 ５件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和元年９月30日

（３期分）
１件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期以降 ４件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第43号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和元年９月30日

（１期分～３期分）
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期以降 計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降 計11件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和元年９月30日

（３期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期以降 計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
過随９月 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第44号

　国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、国

民健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用す

る地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定

により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第45号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交



（第1,779号）令和元年(2019年)９月25日 川 崎 市 公 報

－2980－

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市川崎区長　水谷　吉孝

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降 令和元年９月30日 計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期以降 計１件

（別紙省略）

幸 区 公 告

川崎市幸区公告第17号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和元年９月９日

� 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第18号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和元年９月30日

（第１期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和元年９月30日

（第１期分～

　第３期分）

計27件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期以降

令和元年９月30日

（第２期分、

　第３期分）

計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和元年９月30日

（第３期分）
計３件

平成

30年度

国民健康

保険料
10期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
過年４月

令和元年９月30日

（過年４月分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
過年７月

令和元年９月30日

（過年７月分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和元年９月30日

（第３期分）
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
過年７月 計１件

（別紙省略）

高 津 区 公 告

川崎市高津区公告第19号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　
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年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和１年９月30日

（１期～３期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降 計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和１年９月30日

（３期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期以降 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第20号

　国民健康保険料に係る還付通知書を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準用す

る地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定

により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

29年度

国民健康

保険料
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
計５件

（別紙省略）

宮 前 区 公 告

川崎市宮前区公告第16号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年　９月12日

� 川崎市宮前区長　高　橋　哲　也　　

科　目 期　別
この公告によって

変更する納期限
件数・備考

国民健康保険料 １期以降 計１件

国民健康保険料 １期以降 令和元年９月30日 計11件

国民健康保険料 ３期以降 令和元年９月30日 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第17号

　次の後期高齢者医療保険料に係る納入通知書を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第

80号）第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月13日

� 川崎市宮前区長　高　橋　哲　也　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料
第１期 計１件

（別紙省略）

多 摩 区 公 告

川崎市多摩区公告第25号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知が送達できないので公示します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────
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川崎市多摩区公告第26号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和元年９月２日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第27号

　次の後期高齢者医療保険料に係る納入通知書を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第

80号）第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成31

年度

後期高齢者

医療保険料

第１期

以降

令和元年９月30日

（第１期分・

　第２期分）

計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第28号

　次の介護保険料に係る納入通知書及び過誤納金還付通

知書を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の住

所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達すること

ができないので、介護保険法（平成９年12月17日法律

123号）第143条で準用する地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

介護保険料

（還付）
１件

平成

30年度

介護保険料

（納通）
随時期

令和元年

９月30日
２件

平成

31年度

介護保険料

（納通）

普第４期

以降
５件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第29号

　次の国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第

78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別 変更する納期限 件数・備考

平成31年度 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第30号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　



川 崎 市 公 報 （第1,779号）令和元年(2019年)９月25日

－2983－

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料

第２期

以降
２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第３期

以降
４件

平成

31年度

国民健康

保険料

第４期

以降
２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第７期

以降
１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降
１件

（別紙省略）

麻 生 区 公 告

川崎市麻生区公告第30号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料

第４期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

特６月

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第３期

以降
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第３期

以降

令和元年９月30日

（第３期分）
計２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第31号

　次の国民健康保険料に係る還付充当通知書を別紙記載

の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所

及び事業所が不明のため送達することができないので、

国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78

条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条

の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年９月12日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
計２件

（別紙省略）
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辞 令

令和元年９月１日付人事異動

（市長事務部局）

任　　　　　　命 氏　　名 前　　　　　　職

（課長級）

高津区役所区民サービス部区民課担当課長

（行政サービスコーナー担当）
土　屋　昌　司

高津区役所まちづくり推進部地域振興課課長補佐

高津区役所まちづくり推進部地域振興課地域活

動支援係長

（課長級）

退職 伊　藤　貴　敏
高津区役所区民サービス部区民課担当課長

（行政サービスコーナー担当）

（病院局）

任　　　　　　命 氏　　名 前　　　　　　職

（部長級）

市立井田病院リハビリテーションセンター兼務 阿　部　玲　音
市立川崎病院リハビリテーション科部長

市立川崎病院高度脳神経治療センター兼務

（課長級）

退職 竹　村　成　秀 市立川崎病院救命救急センター医長


